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(金額は百万円未満切捨て)
１．2018年３月期の運用、資産の状況（2017年10月１日～2018年３月31日）

（１）運用状況 (％表示は対前期増減率)

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2018年３月期 5,110 △0.6 2,258 △1.7 1,808 2.7 1,807 2.7

2017年９月期 5,140 16.2 2,298 18.6 1,761 21.2 1,760 21.2
　

１口当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

営業収益
経常利益率

円 ％ ％ ％

2018年３月期 2,028 2.1 0.9 35.4

2017年９月期 1,994 2.1 0.9 34.3
（注）2018年３月31日を基準日、2018年４月１日を効力発生日として投資口１口につき４口の割合による投資口の分割を行いました。１口

当たり当期純利益については、2017年９月期期首に当該投資口の分割が行われたと仮定して、当期純利益を日数加重平均投資口数

（2017年９月期：882,872口、2018年３月期：890,955口）で除することにより、算定しています。

（２）分配状況
1口当たり分配金

（利益超過分配金

は含まない）

分配金総額

（利益超過分配金

は含まない）

1口当たり

利益超過分配金

利益超過分配金

総額
配当性向 純資産配当率

円 百万円 円 百万円 ％ ％

2018年３月期 8,164 1,807 0 0 100.0 2.1

2017年９月期 7,864 1,760 0 0 100.0 2.0
（注）配当性向については、次の算式で計算しております。

配当性向＝分配金総額（利益超過分配金は含まない）÷当期純利益×100

　

（３）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １口当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円

2018年３月期 190,209 87,042 45.8 98,276
2017年９月期 192,290 87,995 45.8 98,252

　

（注）2018年３月31日を基準日、2018年４月１日を効力発生日として投資口１口につき４口の割合による投資口の分割を行いました。

１口当たり純資産については、2017年９月期期首に当該投資口の分割が行われたと仮定して算定しています。

　

（４）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2018年３月期 2,380 △131 △3,760 7,610

2017年９月期 3,420 △299 △1,317 9,122
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２．2018年９月期の運用状況の予想（2018年４月１日～2018年９月30日）及び2019年３月期の運用状況の予想（2018
年10月１日～2019年３月31日）

　

(％表示は対前期増減率)

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

1口当たり分配
金（利益超過分
配金は含まな

い）

1口当たり利益
超過分配金

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 円

2018年９月期 5,157 0.9 2,277 0.9 1,843 1.9 1,842 1.9 2,080 0

2019年３月期 5,139 △0.4 2,285 0.3 1,852 0.5 1,851 0.5 2,090 0
　

（参考） １口当たり予想当期純利益（2018年９月期） 2,080円、（2019年３月期） 2,090円
（注）本投資法人は、2018年３月31日を基準日、2018年４月１日を効力発生日として投資口１口につき４口の割合に

よる投資口の分割を行いました。上記については、当該投資口分割後の発行済投資口数885,684口を前提とし
ています。

※ その他

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無

② ①以外の会計方針の変更 ：無

③ 会計上の見積りの変更 ：無

④ 修正再表示 ：無
　

（２）発行済投資口の総口数

① 期末発行済投資口の総口数（自己投資口を含む） 2018年３月期 221,421 口 2017年９月期 223,900 口

② 期末自己投資口数 2018年３月期 0 口 2017年９月期 0 口
　

(注)1口当たり当期純利益の算定の基礎となる投資口数については、23ページ「1口当たり情報に関する注記」をご覧ください。

※ 監査手続の実施状況に関する表示

この決算短信は、金融商品取引法（昭和23年法律第25号、その後の変更を含みます。以下、「金融商品取引
法」といいます。）に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基
づく監査手続は終了していません。

　

※ 運用状況の予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている運用状況の見通し等の将来性に関する記述は、本投資法人が現在入手している情報

及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の運用状況等は様々な要因により大きく異なる
可能性があります。また、本予想数値は８ページ「2018年９月期（第30期）及び2019年３月期（第31期）の運
用状況の予想の前提条件」記載の前提条件の下に算出した現時点のものであり、状況の変化により実際の営業
収益、営業利益、経常利益、当期純利益、１口当たり分配金は変動する可能性があります。本予想は分配金の
額を保証するものではありません。
添付されている財務諸表は、日本の会計基準によって作成されたものです。

以 上
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１．投資法人の関係法人

最近の有価証券報告書（2017年12月26日提出）における「投資法人の仕組み」から重要な変更がないため開示を

省略します。

２．運用方針及び運用状況

（１）運用方針

最近の有価証券報告書（2017年12月26日提出）における「投資方針」、「投資対象」、「分配方針」から重要

な変更がないため開示を省略します。

（２）運用状況

① 当期の概況

Ａ．投資法人の主な推移

　本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号、その後の改正を含みます。以

下、「投信法」といいます。）に基づき、グローバル・アライアンス・リアルティ株式会社を設立企画人と

して、2003年４月16日に出資総額200百万円（400口）で設立され、2003年５月28日関東財務局への登録が完

了しました（登録番号 関東財務局長 第20号）。

　2003年９月25日に公募による投資口の追加発行（48,000口）を行い、23,623百万円の資金を調達して、同

日株式会社東京証券取引所の不動産投資信託証券市場に上場し（銘柄コード：8958）、この度、2018年３月

期（第29期）の決算を終了しました。

Ｂ．投資環境と運用の実績

＜投資環境＞

当期の日本経済は、企業収益や業況感が改善する中で、設備投資が緩やかに増加し、堅調な雇用・所得環

境の下、緩やかな回復基調が続きました。

オフィスビルの賃貸マーケットは、好調な企業業績を背景に、新規開設や拡張、立地改善など企業の積極

的な移転の動きが続いており、新築ビルにおいても順調に成約が進んだことから、オフィス需給はタイトな

状況が継続しました。

オフィスビルの売買マーケットは、良好な資金調達環境が継続する中、国内外の投資家の旺盛な投資意欲

が続いており、Ａクラスビルの物件情報は依然として限定的であることから、物件の取得競争に過熱感が見

られ、売買価格は高止まりした状況が続いています。
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＜運用の実績＞

（イ）資産の取得・譲渡

本投資法人の前期までの資産の取得・譲渡における実績は、以下のとおりです。

第１期（2004年３月期）

2003年９月26日 スフィアタワー天王洲、近鉄大森ビル、近鉄新名古屋ビルの３物件（取得価格の

総額39,753百万円）を取得

2003年12月25日 大手町ファーストスクエア（区分所有権、専有面積割合約9.1％、取得価格

23,495百万円）を取得

第３期（2005年３月期）

2004年10月１日 近鉄大森ビルを譲渡

2005年３月29日 銀座ファーストビル（区分所有権、専有面積割合約92.1％、取得価格12,282百万

円）を取得

第５期（2006年３月期）

2005年10月21日 ＴＫ南青山ビル（取得価格35,000百万円）を取得

第８期（2007年９月期）

2007年４月25日 明治安田生命さいたま新都心ビル（共有持分50％、取得価格22,700百万円）を取

得

第９期（2008年３月期）

2007年10月２日 スフィアタワー天王洲の一部（33％）を譲渡

2008年１月31日 淀屋橋フレックスタワー（取得価格7,834百万円）を取得

第15期（2011年３月期）

2011年３月１日 平河町森タワー（区分所有権、持分割合約26.2％、取得価格18,200百万円）を取

得

第19期（2013年３月期）

2012年11月20日 アークヒルズ 仙石山森タワー（区分所有権、持分割合約5.6％、取得価格8,423

百万円）を取得

第21期（2014年３月期）

2013年12月20日 スフィアタワー天王洲を譲渡

2014年３月27日 近鉄新名古屋ビルの一部（共有持分67％）を譲渡

2014年３月28日 アルカセントラル（区分所有権、持分割合約56.1％、取得価格15,031百万円）を

取得

第22期（2014年９月期）

2014年５月30日 アルカセントラル（区分所有権、持分割合約1.7％、取得価格360百万円）を追加

取得

2014年８月１日 横浜プラザビル（所有権、取得価格17,950百万円）を取得

第23期（2015年３月期）

2014年10月９日 近鉄新名古屋ビルの残り持分（共有持分33％）を譲渡

第27期（2017年３月期）

2017年３月24日 品川シーサイドウエストタワー（信託受益権の準共有持分50％、取得価格12,000

百万円）及び明治安田生命大阪御堂筋ビル（共有持分50％、取得価格9,200百万

円）を取得

　

当期においては、新たな資産の取得・譲渡は行っておりません。
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（ロ）本投資法人の保有する資産の運用管理

本投資法人の保有資産は、2018年３月31日現在において、オフィス11物件、取得価格の総額182,476百万

円、総賃貸可能面積123,662.04㎡となっております。当期末時点のポートフォリオ全体の稼働率は、98.4

％です。

2018年３月末までの直近１年間における賃貸状況は以下のとおりです。

物件数
テナント総数
（注１）

総賃貸可能面積
（㎡）

稼働率
（％）（注２）

2017年４月末 11 189 123,723.93 98.0

５月末 11 189 123,723.93 98.0

６月末 11 189 123,723.93 98.0

７月末 11 188 123,723.93 97.9

８月末 11 189 123,723.93 98.0

９月末 11 189 123,723.07（注３） 98.0

10月末 11 189 123,648.88（注４） 97.9

11月末 11 188 123,648.88 97.2

12月末 11 188 123,662.04（注５） 97.7

2018年１月末 11 188 123,662.04 97.6

２月末 11 186 123,662.04 98.0

３月末 11 189 123,662.04 98.4

（注１）「テナント総数」は、同一テナントが複数の物件に入居している場合には、１テナントとして算出

しております。

（注２）「稼働率」とは、総賃貸可能面積に占める総賃貸面積の割合をいいます。

（注３）アークヒルズ 仙石山森タワーにおいて、賃貸区画の一部を共用廊下に変更したことに伴い、総賃貸

可能面積が0.86㎡減少しております。

（注４）横浜プラザビルにおいて、賃貸区画の一部を共用廊下に変更したことに伴い、総賃貸可能面積が

74.19㎡減少しております。

（注５）明治安田生命大阪御堂筋ビルにおいて、テナント入替に伴い賃貸面積の再算定を行った結果、総賃

貸可能面積が13.16㎡増加しております。
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Ｃ．資金調達の概要

本投資法人は、資金の調達を目的として、投資口の発行のほか、借入れ及び投資法人債の発行を行うこと

があります。有利子負債は、資産の長期運用及び将来の金利上昇リスク軽減の観点から、長期固定金利での

調達を基本としております。

当期においては、2018年２月28日に返済期限が到来した借入金4,000百万円の返済資金の一部に充当するた

め、同日付で3,500百万円の借入れを行い、手元資金と併せて返済しました。また、2018年３月30日に返済期

限が到来した借入金10,000百万円の返済資金の一部に充当するため、同日付で9,500百万円の借入れを行い、

手元資金と併せて返済しました。

　2018年３月31日現在の出資総額（純額）は84,942百万円、発行済投資口の総口数は221,421口、借入金残高

は75,500百万円、投資法人債残高は19,000百万円です。

なお、2018年３月31日現在の格付の状況は以下のとおりです。

信用格付業者 格付内容

株式会社日本格付研究所 長期発行体格付

格付の見通し

： AA－

： 安定的

債券格付 ： AA－

Ｄ．業績及び分配の概要

上記運用の結果、当期の実績として営業収益5,110百万円、営業利益2,258百万円、経常利益1,808百万円、

当期純利益1,807百万円を計上いたしました。

分配金につきましては、税制の特例（租税特別措置法（昭和32年法律第26号、その後の改正を含みます。

以下、「租税特別措置法」といいます。）第67条の15）の適用により、利益分配金が損金算入されることを

企図して、投資口１口当たりの分配金が１円未満となる端数部分を除く当期未処分利益の全額を分配するこ

ととし、投資口１口当たりの分配金は8,164円となりました。なお、本投資法人は、本投資法人の投資口価格

の水準、手元資金の状況、財務状況、マーケット環境等を総合的に勘案し、資本効率の向上と投資主還元を

目的として、当期中において、自己投資口取得に係る証券会社との取引一任契約に基づく東京証券取引所に

おける市場買付けにより、自己投資口を取得した上、その全てにつき消却を行いました。当期において取

得・消却した投資口の総数は2,479口（当該取得・消却前の発行済投資口の総口数に対する割合1.1％）、取

得価額の総額は999百万円であり、かかる自己投資口の取得・消却により投資口１口当たりの分配金は83円増

加しました。

　

② 次期の見通し

Ａ．基本方針

本投資法人は、本投資法人の規約（以下、「本規約」といいます。）第２条、第21条及び本規約別添「資

産運用の対象及び方針」に基づき、主として不動産等資産（投資信託及び投資法人に関する法律施行規則

（平成12年総理府令第129号。その後の改正を含みます。）第105条第１号へに定めるもののうち、不動産、

不動産の賃借権、地上権及びこれらの資産のみを信託する信託の受益権をいいます。）に対する投資として

運用することを目的とし、中長期的な観点から、本投資法人の保有する資産（以下、「運用資産」といいま

す。）の着実な成長と安定した収益の確保を目指して運用を行います。

本投資法人及び資産運用会社たるグローバル・アライアンス・リアルティ株式会社（以下、単に「資産運

用会社」といいます。）では、不動産投資・運用面のみならず財務運営面においても「投資主の最大利益」

を最終目的とし、資産運用を行います。

Ｂ．ポートフォリオ戦略

本投資法人は、中長期的な観点から、本投資法人の保有する資産の着実な成長と安定した収益の確保を目

指し、堅実な財務運営を組み合わせて、「投資主の最大利益」を目的とした運用を行います。具体的には以

下に示す点を重視したポートフォリオ戦略を追求します。
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（イ）「近」「新」「大」を重視し、マーケットにおける優位性を持った競争力の高い優良不動産への重点投資

本投資法人では、中長期的な競争力を持つ不動産への投資が重要であると認識しています。このような

不動産は相対的にテナントに選ばれ続ける優位性を持ち、魅力ある不動産であると本投資法人は考えてお

り、そのための要素として、「近」（利便性の高い）、「新」（築年数が浅い）、「大」（大型）の３要

素を重視した上で、マーケットにおける優位性を持った中長期的競争力の高い優良不動産を慎重に選定し

て投資を行います。

（ロ）運用資産のクオリティと成長スピードをバランス良く両立させる厳選投資スタンス

上記のとおり、本投資法人は優良不動産に厳選投資を行いますが、優良不動産への投資機会は希少であ

り、一般の不動産のように頻繁に取得できるものではなく、取引価格に過熱感がある市況下では、適正価

格での投資ができないおそれがあると本投資法人は考えています。そのため、運用資産の着実な成長を図

っていく過程においては、その成長スピードは一定ではなく、比較的緩やかな成長局面と急成長局面があ

るものと想定されます。本投資法人では成長スピードのみに目を奪われ「投資主の最大利益」を損なうよ

うな不動産への投資を行うことがないよう細心の注意を払い、運用資産のクオリティと成長スピードをバ

ランスよく両立させながら、中長期保有を前提とした不動産を取得する方針です。ただし、不動産の取得

後において、不動産市況、当該不動産の特性及びポートフォリオの状況等を総合的に検討し、投資主の最

大利益に資すると判断した場合は、当該不動産の売却を行う場合もあります。

（ハ）高稼働率の維持及び賃料収入の維持・向上を目指し、同時に管理運営の仕様の維持とコスト削減のバラン

スに配慮した管理・運営

テナントとの信頼関係の維持・強化に努め、テナント満足度向上のためのサービス強化を推進していく

ことにより、高水準の稼働率維持及び賃料収入の維持・向上を目指します。同時にテナントの満足度を確

保しつつ、管理コストの適正化を追求するため、物件の管理運営の仕様の維持とコスト削減のバランスを

常に最適化するための運用を行っていく方針です。

Ｃ．決算後に生じた重要な事実

＜投資口の分割＞

本投資法人は、2018年３月31日を基準日とし、2018年４月１日を効力発生日として、投資口１口につき４

口の割合による投資口の分割を行いました。

（イ）分割の目的

少額投資非課税制度（ＮＩＳＡ）の浸透等を踏まえ、投資口の分割によって投資口の投資単位当たりの

金額を引き下げることにより、投資家の皆様が投資しやすい環境を整え、より一層の投資家層の拡大と本

投資法人の投資口の流動性の向上を図ることを目的としております。

（ロ）分割の方法

2018年３月31日を基準日として同日の最終の投資主名簿に記載又は記録された投資主の所有する本投資

法人の投資口を、１口につき４口の割合をもって分割しました。

（ハ）分割により増加した投資口数等

①分割前の本投資法人発行済投資口数：221,421口

②今回の分割により増加する投資口数：664,263口

③分割後の本投資法人発行済投資口数：885,684口

④分割後の発行可能投資口総口数： 16,000,000口

（注）投信法第81条の３第２項により準用される会社法第184条第２項の規定に基づき、投資口の分割の割合

に応じて発行可能投資口総口数を増加させるため、本投資法人の規約を一部変更いたしました。
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Ｄ．運用状況の見通し

2018年９月期（第30期：2018年４月１日～2018年９月30日）及び2019年３月期（第31期：2018年10月１日

～2019年３月31日）の運用状況につきましては、以下のとおり見込んでおります。運用状況の見通しの前提

条件につきましては、次頁に記載の「2018年９月期（第30期）及び2019年３月期（第31期）の運用状況の予

想の前提条件」をご参照ください。

2018年９月期（第30期：2018年４月１日～2018年９月30日）

営業収益 5,157百万円

営業利益 2,277百万円

経常利益 1,843百万円

当期純利益 1,842百万円

１口当たり分配金 2,080円

１口当たり利益超過分配金 0円

2019年３月期（第31期：2018年10月１日～2019年３月31日）

営業収益 5,139百万円

営業利益 2,285百万円

経常利益 1,852百万円

当期純利益 1,851百万円

１口当たり分配金 2,090円

１口当たり利益超過分配金 0円

（注）上記予想数値は次頁に記載の前提条件の下に算出した現時点のものであり、状況の変化により実際の

営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益、１口当たり分配金は変動する可能性があります。また、

本予想は分配金の額を保証するものではありません。
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2018年９月期（第30期）及び2019年３月期（第31期）の運用状況の予想の前提条件

項目 前提条件

計算期間
第30期：2018年４月１日～2018年９月30日（183日）

第31期：2018年10月１日～2019年３月31日（182日）

運用資産

・運用状況の予想にあたりましては、本書の日付現在の保有物件11物件のみを保有し、2019

年３月期末（2019年３月31日）までの間、異動（追加物件の取得、既存物件の売却）がな

いことを前提として計算しております。

・運用資産の異動により変動する可能性があります。

投資口数

・2018年４月１日を効力発生日として、本投資法人の投資口を１口につき４口の割合で分割

し、本書の日付現在の発行済投資口の総口数は885,684口となっております。

・１口当たり分配金につきましても上記発行済投資口の総口数885,684口を前提として算出し

ております。

営業収益
・賃貸事業収入については、テナント動向、近隣競合物件の存在、市場動向等を勘案し、テ

ナントによる賃料の滞納又は不払いがないことを前提として、算出しております。

営業費用

・減価償却費以外の賃貸事業費用については、過去の実績値をベースに費用の変動要素を反

映して算出しております。

・賃貸事業に係る外部委託費は2018年９月期は約571百万円、2019年３月期は約562百万円、

公租公課は2018年９月期は約527百万円、2019年３月期は約524百万円と想定しておりま

す。

・修繕費は2018年９月期は約138百万円、2019年３月期は約146百万円を想定しておりますが、

様々な要因により緊急修繕を行い、これに伴い、修繕費が想定金額を上回る可能性があり

ます。

・減価償却費は定額法により算出します。減価償却費は、対象資産の保有期間に応じて費用

計上することとし、2018年９月期は約791百万円、2019年３月期は約803百万円と想定して

おります。

・賃貸事業費用以外の営業費用（資産運用報酬、資産保管・一般事務委託手数料等）は、

2018年９月期は約507百万円、2019年３月期は約507百万円を想定しております。

営業外費用
・営業外費用については、支払利息等合計で2018年９月期は約434百万円、2019年３月期は約

433百万円を想定しております。

借入金及び投資法人債

・本書の日付現在、総額75,500百万円の借入れがあり、2018年９月期及び2019年３月期に返

済期限が到来する借入金については、全額借換えを行うことを前提としております。

・借入金利の変動により、１口当たり分配金は変動する可能性があります。

・本書の日付現在、総額19,000百万円の投資法人債発行残高があり、2018年９月期に償還期

限が到来する投資法人債については、全額投資法人債の発行で調達した資金で償還するこ

とを前提としております。

１口当たり分配金

・分配金（１口当たり分配金）は、本規約に定める金銭の分配の方針を前提として算出して

おります。

・運用資産の異動、テナントの異動等に伴う賃貸収入の変動又は予期せぬ修繕の発生等を含

む種々の要因により１口当たり分配金は変動する可能性があります。

１口当たり利益超過分

配金

・利益超過の分配（１口当たり利益超過分配金）については、現時点では行う予定はありま

せん。

その他

・法令、税制、会計基準、株式会社東京証券取引所の上場規則、一般社団法人投資信託協会

の規則等において、上記の予想数値に影響を与える改正が行われないことを前提としてお

ります。

・一般的な経済動向及び不動産市況に不測の重大な変化が生じないことを前提としておりま

す。
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３．財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前期
(2017年９月30日)

当期
(2018年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,732,095 3,370,407

信託現金及び信託預金 11,366,002 11,233,085

営業未収入金 114,117 101,703

前払費用 464,955 500,859

繰延税金資産 11 14

預け金 24 24

未収収益 119 116

立替金 160 70

仮払金 289 －

流動資産合計 16,677,776 15,206,280

固定資産

有形固定資産

建物 2,176,305 2,179,236

減価償却累計額 △34,725 △65,823

建物（純額） 2,141,580 2,113,412

構築物 1,711 1,711

減価償却累計額 △143 △266

構築物（純額） 1,568 1,445

土地 7,438,106 7,438,106

信託建物 57,464,550 57,834,441

減価償却累計額 △13,337,615 △14,146,071

信託建物（純額） 44,126,935 43,688,370

信託構築物 973,065 974,060

減価償却累計額 △248,287 △265,780

信託構築物（純額） 724,778 708,280

信託機械及び装置 597,502 597,502

減価償却累計額 △467,043 △487,101

信託機械及び装置（純額） 130,459 110,400

信託工具、器具及び備品 187,567 190,215

減価償却累計額 △116,176 △124,658

信託工具、器具及び備品（純額） 71,391 65,557

信託土地 120,070,024 120,070,024

信託建設仮勘定 3,309 27,265

有形固定資産合計 174,708,152 174,222,862

無形固定資産

信託その他無形固定資産 387 340

無形固定資産合計 387 340

投資その他の資産

長期前払費用 286,783 324,050

長期前払消費税等 2,168 1,599

差入保証金 10,000 10,000

修繕積立金 508,108 356,285

投資その他の資産合計 807,060 691,935

固定資産合計 175,515,599 174,915,138
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(単位：千円)

前期
(2017年９月30日)

当期
(2018年３月31日)

繰延資産

投資法人債発行費 97,542 87,767

繰延資産合計 97,542 87,767

資産合計 192,290,919 190,209,186

負債の部

流動負債

営業未払金 406,265 355,066

1年内償還予定の投資法人債 4,000,000 4,000,000

1年内返済予定の長期借入金 20,000,000 11,000,000

未払金 645 －

未払費用 114,291 119,657

未払法人税等 779 846

未払消費税等 260,463 91,504

前受金 638,420 609,169

預り金 0 －

未払分配金 5,833 6,145

流動負債合計 25,426,700 16,182,390

固定負債

投資法人債 15,000,000 15,000,000

長期借入金 56,500,000 64,500,000

預り敷金及び保証金 329,621 401,669

信託預り敷金及び保証金 7,039,520 7,082,875

固定負債合計 78,869,141 86,984,544

負債合計 104,295,842 103,166,934

純資産の部

投資主資本

出資総額 85,942,682 85,942,682

出資総額控除額 － ※1 △999,786

出資総額（純額） 85,942,682 84,942,896

剰余金

任意積立金

圧縮積立金 291,610 291,610

任意積立金合計 291,610 291,610

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,760,784 1,807,744

剰余金合計 2,052,394 2,099,355

投資主資本合計 87,995,077 87,042,251

純資産合計 ※2 87,995,077 ※2 87,042,251

負債純資産合計 192,290,919 190,209,186
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（２）損益計算書

(単位：千円)
前期

（自 2017年４月１日
至 2017年９月30日）

当期
（自 2017年10月１日
至 2018年３月31日）

営業収益

賃貸事業収入 ※1 5,139,227 ※1 5,099,244

その他賃貸事業収入 ※1 1,757 ※1 11,353

営業収益合計 5,140,985 5,110,597

営業費用

賃貸事業費用 ※1 2,344,707 ※1 2,342,875

資産運用報酬 379,598 383,626

役員報酬 10,638 10,638

資産保管手数料 23,747 23,725

一般事務委託手数料 50,792 52,013

会計監査人報酬 10,600 10,000

その他営業費用 22,619 29,301

営業費用合計 2,842,703 2,852,180

営業利益 2,298,281 2,258,416

営業外収益

受取利息 281 374

未払分配金除斥益 709 848

消費税等還付加算金 1,085 －

営業外収益合計 2,077 1,223

営業外費用

支払利息 340,829 314,031

投資法人債利息 75,905 47,083

投資法人債発行費償却 9,344 9,775

投資口交付費 19,535 －

融資関連費用 92,552 77,799

その他 681 2,340

営業外費用合計 538,848 451,030

経常利益 1,761,510 1,808,609

税引前当期純利益 1,761,510 1,808,609

法人税、住民税及び事業税 841 901

法人税等調整額 4 △2

法人税等合計 845 899

当期純利益 1,760,664 1,807,710

前期繰越利益 119 34

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,760,784 1,807,744
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（３）投資主資本等変動計算書

前期（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日）

(単位：千円)

投資主資本

純資産合計
出資総額

剰余金

投資主資本

合計
任意積立金 当期未処分利益

又は当期未処理

損失（△）

剰余金合計
圧縮積立金

任意積立金

合計

当期首残高 75,026,315 291,610 291,610 1,452,456 1,744,067 76,770,382 76,770,382

当期変動額

新投資口の発行 10,916,367 10,916,367 10,916,367

剰余金の配当 △1,452,337 △1,452,337 △1,452,337 △1,452,337

当期純利益 1,760,664 1,760,664 1,760,664 1,760,664

当期変動額合計 10,916,367 － － 308,327 308,327 11,224,694 11,224,694

当期末残高 85,942,682 291,610 291,610 1,760,784 2,052,394 87,995,077 87,995,077

当期（自 2017年10月１日 至 2018年３月31日）

(単位：千円)

投資主資本

出資総額 剰余金

出資総額
出資総額

控除額

出資総額

（純額）

任意積立金

圧縮積立金
任意積立金

合計

当期首残高 85,942,682 － 85,942,682 291,610 291,610

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

自己投資口の取得

自己投資口の消却 △999,786 △999,786

当期変動額合計 － △999,786 △999,786 － －

当期末残高 85,942,682 △999,786 84,942,896 291,610 291,610

投資主資本

純資産合計
剰余金

自己投資口
投資主資本

合計
当期未処分利益

又は当期未処理

損失（△）

剰余金合計

当期首残高 1,760,784 2,052,394 － 87,995,077 87,995,077

当期変動額

剰余金の配当 △1,760,749 △1,760,749 △1,760,749 △1,760,749

当期純利益 1,807,710 1,807,710 1,807,710 1,807,710

自己投資口の取得 － △999,786 △999,786 △999,786

自己投資口の消却 － 999,786 － －

当期変動額合計 46,960 46,960 － △952,825 △952,825

当期末残高 1,807,744 2,099,355 － 87,042,251 87,042,251
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（４）金銭の分配に係る計算書

前期
（自 2017年４月１日
至 2017年９月30日）

当期
（自 2017年10月１日
至 2018年３月31日）

Ⅰ 当期未処分利益 1,760,784,385円 1,807,744,825円

Ⅱ 分配金の額 1,760,749,600円 1,807,681,044円

（投資口１口当たりの分配金の額） (7,864円) (8,164円)

Ⅲ 次期繰越利益 34,785円 63,781円

分配金の額の算出方法 　本投資法人の規約第27条第１項の

定める分配方針に基づき、分配金の

額は利益の金額を限度とし、かつ租

税特別措置法第67条の15に規定され

ている「配当可能利益の額」の90％

に相当する金額を超えるものとして

おります。かかる方針により、当期

未処分利益を超えない額で発行済投

資口の総口数223,900口の整数倍の

最大値となる1,760,749,600円を利

益分配金として分配することといた

しました。なお、本投資法人の規約

第27条第１項第３号に定める利益を

超えた金銭の分配は行いません。

　本投資法人の規約第27条第１項の

定める分配方針に基づき、分配金の

額は利益の金額を限度とし、かつ租

税特別措置法第67条の15に規定され

ている「配当可能利益の額」の90％

に相当する金額を超えるものとして

おります。かかる方針により、当期

未処分利益を超えない額で発行済投

資口の総口数221,421口の整数倍の

最大値となる1,807,681,044円を利

益分配金として分配することといた

しました。なお、本投資法人の規約

第27条第１項第３号に定める利益を

超えた金銭の分配は行いません。
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（５）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前期

（自 2017年４月１日
至 2017年９月30日）

当期
（自 2017年10月１日
至 2018年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 1,761,510 1,808,609

減価償却費 890,886 885,756

投資法人債発行費償却 9,344 9,775

投資口交付費 19,535 －

受取利息 △281 △374

支払利息 416,734 361,115

営業未収入金の増減額（△は増加） △24,523 10,553

預け金の増減額（△は増加） 133 －

未収消費税等の増減額（△は増加） 374,401 －

営業未払金の増減額（△は減少） 56,882 △7,189

未払費用の増減額（△は減少） 17,977 3,131

未払消費税等の増減額（△は減少） 260,463 △168,959

前受金の増減額（△は減少） 2,337 △29,250

預り金の増減額（△は減少） 0 △0

前払費用の増減額（△は増加） 54,455 △35,903

長期前払費用の増減額（△は増加） 28,504 △37,266

長期前払消費税等の増減額（△は増加） 568 568

その他 △30,065 △60,812

小計 3,838,867 2,739,752

利息の受取額 415 377

利息の支払額 △417,668 △358,880

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △895 △834

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,420,719 2,380,414

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △209,054 △7,280

信託有形固定資産の取得による支出 △131,275 △263,849

預り敷金及び保証金の受入による収入（信託含
む）

236,535 491,586

預り敷金及び保証金の返還による支出（信託含
む）

△117,863 △334,601

預り敷金及び保証金対応預金の払戻による収入
（信託含む）

159,034 371,471

預り敷金及び保証金対応預金の預入による支出
（信託含む）

△236,535 △388,870

投資活動によるキャッシュ・フロー △299,159 △131,544

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △10,700,000 －

長期借入れによる収入 5,000,000 13,000,000

長期借入金の返済による支出 △5,000,000 △14,000,000

投資法人債の発行による収入 4,961,892 －

投資法人債の償還による支出 △5,000,000 －

投資口の発行による収入 10,872,142 －

自己投資口の取得による支出 － △1,001,285

分配金の支払額 △1,451,429 △1,759,589

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,317,394 △3,760,874

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,804,165 △1,512,003

現金及び現金同等物の期首残高 7,318,105 9,122,270

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 9,122,270 ※1 7,610,266
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（６）注記表

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．固定資産の減価償却の方法 （１）有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物・信託建物 ２年～76年

構築物・信託構築物 ２年～58年

信託機械及び装置 ３年～16年

信託工具、器具及び備品 ２年～15年

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

（３）長期前払費用

定額法を採用しております。

２．繰延資産の処理方法 （１）投資法人債発行費

償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

（２）投資口交付費

支出時に全額費用として処理しております。

３．収益及び費用の計上基準 固定資産税等の処理方法

保有する不動産及び信託不動産に係る固定資産税、都市計画税及び償却資産税等

については、賦課決定された税額のうち当該計算期間に対応する額を賃貸事業費用

として費用処理する方法を採用しております。

なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権の取得に伴い、精算金とし

て譲渡人に支払った初年度の固定資産税等相当額については、費用に計上せず当該

不動産等の取得原価に算入しております。

不動産等の取得原価に算入した固定資産税等相当額は、前期、当期とも該当あり

ません。

４．キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金及

び信託現金、随時引き出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなっております。

５．その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

（１）不動産等を信託財産とする信託受益権に関する会計処理方針

保有する不動産等を信託財産とする信託受益権につきましては、信託財産内

の全ての資産及び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収益及び費用勘定に

ついて、貸借対照表及び損益計算書の該当勘定科目に計上しております。

なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重要性がある下記の科目につ

いては、貸借対照表において区分掲記しております。

①信託現金及び信託預金

②信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、信託工具、器具及び備品、信

託土地、信託建設仮勘定

③信託その他無形固定資産

④信託預り敷金及び保証金

（２）消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、

固定資産に係る控除対象外消費税等は長期前払消費税等に計上し、５年間で均

等額を償却しております。
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（貸借対照表に関する注記）

※１．自己投資口の消却の状況

前期

（2017年９月30日）

当期

（2018年３月31日）

総消却口数 ― 2,479口

消却総額 ― 999,786千円

　

※２．投資信託及び投資法人に関する法律第67条第４項に定める最低純資産額

前期

（2017年９月30日）

当期

（2018年３月31日）

50,000千円 50,000千円

（損益計算書に関する注記）

※１．不動産賃貸事業損益の内訳

（単位：千円）

前期

（自 2017年４月１日

至 2017年９月30日）

当期

（自 2017年10月１日

至 2018年３月31日）

A.不動産賃貸事業収益

賃貸事業収入

（賃料） 4,087,126 4,087,354

（共益費） 578,017 575,571

（水道光熱費収入） 341,688 301,156

（駐車場収入） 106,621 109,435

（付帯収入） 25,772 25,725

計 5,139,227 5,099,244

その他賃貸事業収入

（その他雑収入） 1,757 11,353

計 1,757 11,353

不動産賃貸事業収益合計 5,140,985 5,110,597

B.不動産賃貸事業費用

賃貸事業費用

（外部委託費） 585,648 596,224

（水道光熱費） 329,191 289,932

（公租公課） 428,803 426,684

（保険料） 9,927 9,796

（修繕費） 94,039 126,040

（減価償却費） 890,886 885,756

（その他賃貸事業費用） 6,210 8,438

不動産賃貸事業費用合計 2,344,707 2,342,875

C.不動産賃貸事業損益（A－B） 2,796,277 2,767,721
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（投資主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数

前期

（自 2017年４月１日

至 2017年９月30日）

当期

（自 2017年10月１日

至 2018年３月31日）

発行可能投資口総口数 4,000,000口 4,000,000口

発行済投資口の総口数 223,900口 221,421口

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（単位：千円）

前期

（自 2017年４月１日

至 2017年９月30日）

当期

（自 2017年10月１日

至 2018年３月31日）

現金及び預金 4,732,095 3,370,407

信託現金及び信託預金 11,366,002 11,233,085

預り敷金及び保証金対応預金

（信託含む）（注） △6,975,828 △6,993,226

現金及び現金同等物 9,122,270 7,610,266

（注）テナントから預っている敷金及び保証金であり、テナント退去時にテナントに返還するため預金又は信託預金に

積み立てております。

（リース取引に関する注記）

オペレーティング・リース取引（貸主側）

未経過リース料

（単位：千円）

前期
（2017年９月30日）

当期
（2018年３月31日）

１年内 4,417,238 4,815,417

１年超 5,396,071 5,733,853

合計 9,813,310 10,549,270
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

本投資法人は、余剰資金の効率的な運用に資するため、各種の預金等で運用することがあります。また資金調達

については、主に、投資口の発行、借入れ及び投資法人債の発行によりこれを行う方針です。デリバティブは、投

資法人債又は借入金の金利変動リスクその他のリスクをヘッジする目的の利用に限るものとし、投機的な取引は行

いません。なお、現在デリバティブ取引は行っておりません。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

投資法人債及び借入金は、不動産関連資産の取得又は借入金の返済等に係る資金調達であり、流動性リスクに晒

されていますが、本投資法人では、資産運用会社が資金繰計画を作成する等の方法により管理しています。変動金

利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、総資産有利子負債比率を低位に保ち、長期固定金利による

借入れの比率を高位に保つことで、市場金利の上昇が本投資法人の運営に与える影響を限定的にしています。

預り敷金及び保証金並びに信託預り敷金及び保証金は、テナントからの預り金であり、契約満了前の退去による

流動性リスクに晒されています。当該リスクに関しては、資産運用会社が月次で入退去予定表や賃貸借契約一覧等

を作成してスケジュールや残高を管理する体制としています。

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、

当該価額が異なることもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難

と認められるものは、次表には含まれていません（（注３）参照）。

前期（2017年９月30日）

（単位：千円）

貸借対照表計上額

（注１）

時価

（注１）
差額

(１) 現金及び預金 4,732,095 4,732,095 ―

(２) 信託現金及び信託預金 11,366,002 11,366,002 ―

(３) １年内償還予定の投資法人債 (4,000,000) (4,004,800) (4,800)

(４) １年内返済予定の長期借入金 (20,000,000) (20,066,825) (66,825)

(５) 投資法人債 (15,000,000) (15,004,100) (4,100)

(６) 長期借入金 (56,500,000) (57,355,282) (855,282)

当期（2018年３月31日）

（単位：千円）

貸借対照表計上額

（注１）

時価

（注１）
差額

(１) 現金及び預金 3,370,407 3,370,407 ―

(２) 信託現金及び信託預金 11,233,085 11,233,085 ―

(３) １年内償還予定の投資法人債 (4,000,000) (4,002,400) (2,400)

(４) １年内返済予定の長期借入金 (11,000,000) (11,060,846) (60,846)

(５) 投資法人債 (15,000,000) (15,045,600) (45,600)

(６) 長期借入金 (64,500,000) (65,287,323) (787,323)
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（注１）負債に計上されるものについては、（ ）で示しています。

（注２）金融商品の時価の算定方法

（１）現金及び預金、（２）信託現金及び信託預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってい

ます。

（３）１年内償還予定の投資法人債、（５）投資法人債

本投資法人の発行する投資法人債の時価については、市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場

価格のないものは、元利金の合計額を当該投資法人債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り

引いた現在価値により算定しております。

（４）１年内返済予定の長期借入金、（６）長期借入金

固定金利による長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入れを行った場合に想

定される利率で割り引いて算定する方法によっています。変動金利による長期借入金は、短期間で市場

金利を反映し、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によっています。

（注３）預り敷金及び保証金（2017年９月30日貸借対照表計上額329,621千円、2018年３月31日貸借対照表計上額

401,669千円）並びに信託預り敷金及び保証金（2017年９月30日貸借対照表計上額7,039,520千円、2018年

３月31日貸借対照表計上額7,082,875千円）については、賃貸借契約の期間の定めがあっても中途解約や更

新・再契約の可能性があること、本投資法人の保有資産における過去のテナントの退去実績を分析しても

個別性が強く何ら傾向を見出せないこと等から、返還時期の想定を行うことが難しく、将来キャッシュ・

フローを見積ることができません。よって、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価

開示の対象とはしておりません。

（注４）金銭債権の決算日後の償還予定額

前期（2017年９月30日）

（単位：千円）

１年以内

現金及び預金 4,732,095

信託現金及び信託預金 11,366,002

当期（2018年３月31日）

（単位：千円）

１年以内

現金及び預金 3,370,407

信託現金及び信託預金 11,233,085
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（注５）投資法人債、借入金の決算日後の返済予定額

前期（2017年９月30日）

（単位：千円）

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

１年内償還予定の投資法人債 4,000,000 ― ― ― ― ―

１年内返済予定の長期借入金 20,000,000 ― ― ― ― ―

投資法人債 ― ― ― ― 6,000,000 9,000,000

長期借入金 ― 18,500,000 11,500,000 ― 11,000,000 15,500,000

当期（2018年３月31日）

（単位：千円）

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

１年内償還予定の投資法人債 4,000,000 ― ― ― ― ―

１年内返済予定の長期借入金 11,000,000 ― ― ― ― ―

投資法人債 ― ― ― 3,000,000 3,000,000 9,000,000

長期借入金 ― 22,500,000 7,250,000 6,000,000 9,750,000 19,000,000

（有価証券に関する注記）

前期（2017年９月30日）及び当期（2018年３月31日）において、本投資法人は、有価証券取引を行っておりませんの

で、該当事項はありません。

（デリバティブ取引に関する注記）

前期（2017年９月30日）及び当期（2018年３月31日）において、該当事項はありません。

（退職給付に関する注記）

前期（2017年９月30日）及び当期（2018年３月31日）において、本投資法人は、退職給付制度がありませんので、該

当事項はありません。

（資産除去債務に関する注記）

前期（2017年９月30日）及び当期（2018年３月31日）において、該当事項はありません。

（セグメント情報等に関する注記）

（セグメント情報）

前期（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日）及び当期（自 2017年10月１日 至 2018年３月31日）において、

本投資法人は、不動産賃貸事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

決算短信（宝印刷） 2018年05月14日 18時47分 22ページ（Tess 1.50(64) 20180315_01）



グローバル・ワン不動産投資法人(8958) 2018年３月期 決算短信

21

（関連情報）

前期（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

２．地域ごとの情報

（１）売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

（２）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

東急不動産株式会社 （注） 不動産賃貸事業

（注）賃料等を開示することについてテナントからの承諾が得られていないため、記載しておりません。

当期（自 2017年10月１日 至 2018年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

２．地域ごとの情報

（１）売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

（２）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

東急不動産株式会社 （注） 不動産賃貸事業

（注）賃料等を開示することについてテナントからの承諾が得られていないため、記載しておりません。
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（賃貸等不動産に関する注記）

本投資法人は、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィス（土地を含む。）を有しております。これら賃貸等

不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：千円）

前期

（自 2017年４月１日

至 2017年９月30日）

当期

（自 2017年10月１日

至 2018年３月31日）

貸借対照表計上額

期首残高 175,135,950 174,708,539

期中増減額 △427,411 △485,337

期末残高 174,708,539 174,223,202

期末時価 199,610,000 199,080,000

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

（注２）前期及び当期の減少額の主な要因は、減価償却です。

（注３）期末時価は、本投資法人の規約に定める資産評価の方法及び基準並びに一般社団法人投資信託協会の定める規

則に基づき、不動産鑑定士による鑑定評価額（決算日を価格時点とする一般財団法人日本不動産研究所、大和

不動産鑑定株式会社、株式会社中央不動産鑑定所又は株式会社谷澤総合鑑定所作成の「不動産鑑定評価書」に

よります。）を記載しております。

また、賃貸等不動産に関する損益は、「損益計算書に関する注記」に記載のとおりであります。

（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

（単位：千円）

前期

（2017年９月30日）

当期

（2018年３月31日）

繰延税金資産

未払事業税損金不算入額 11 14

繰延税金資産合計 11 14

繰延税金資産の純額 11 14

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

（単位：％）

前期

（2017年９月30日）

当期

（2018年３月31日）

法定実効税率 31.74 31.74

（調整）

支払分配金の損金算入額 △31.73 △31.72

その他 0.04 0.03

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.05 0.05
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（持分法損益等に関する注記）

前期（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日）及び当期（自 2017年10月１日 至 2018年３月31日）において、

本投資法人には関連会社が存在せず、該当事項はありません。

（関連当事者との取引に関する注記）

１．親会社及び法人主要投資主等

前期（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日）及び当期（自 2017年10月１日 至 2018年３月31日）において、

該当事項はありません。

２．関連会社等

前期（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日）及び当期（自 2017年10月１日 至 2018年３月31日）において、

該当事項はありません。

３．兄弟会社等

前期（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日）及び当期（自 2017年10月１日 至 2018年３月31日）において、

該当事項はありません。

４．役員及び個人主要投資主等

前期（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日）及び当期（自 2017年10月１日 至 2018年３月31日）において、

該当事項はありません。

（１口当たり情報に関する注記）

前期

（自 2017年４月１日

至 2017年９月30日）

当期

（自 2017年10月１日

至 2018年３月31日）

１口当たり純資産額 98,252円 98,276円

１口当たり当期純利益 1,994円 2,028円

（注１）１口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口数で除することにより算定しております。

また、潜在投資口調整後１口当たり当期純利益については、潜在投資口がないため記載しておりません。

（注２）本投資法人は、2018年４月1日を効力発生日として投資口１口につき４口の割合で投資口の分割を行っておりま

す。前期首に当該投資口分割が行われたと仮定して1口当たり純資産額及び１口当たり当期純利益を算定してお

ります。

（注３）１口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前期

（自 2017年４月１日

至 2017年９月30日）

当期

（自 2017年10月１日

至 2018年３月31日）

当期純利益（千円） 1,760,664 1,807,710

普通投資主に帰属しない金額（千円） ─ ─

普通投資口に係る当期純利益（千円） 1,760,664 1,807,710

期中平均投資口数（口）（注４） 882,872 890,955

（注４）期中平均投資口数は、小数点第１位を四捨五入しております。

決算短信（宝印刷） 2018年05月14日 18時47分 25ページ（Tess 1.50(64) 20180315_01）



グローバル・ワン不動産投資法人(8958) 2018年３月期 決算短信

24

（重要な後発事象に関する注記）

＜投資口の分割＞

本投資法人は、2018年３月31日を基準日とし、2018年４月１日を効力発生日として、投資口１口につき４口の割合に

よる投資口の分割を行いました。

１．分割の目的

少額投資非課税制度（ＮＩＳＡ）の浸透等を踏まえ、投資口の分割によって投資口の投資単位当たりの金額を引き下

げることにより、投資家の皆様が投資しやすい環境を整え、より一層の投資家層の拡大と本投資法人の投資口の流動性

の向上を図ることを目的としております。

２．分割の方法

2018年３月31日を基準日として同日の最終の投資主名簿に記載又は記録された投資主の所有する本投資法人の投資口

を、１口につき４口の割合をもって分割しました。

３．分割により増加した投資口数等

（１）分割前の本投資法人発行済投資口数：221,421口

（２）今回の分割により増加する投資口数：664,263口

（３）分割後の本投資法人発行済投資口数：885,684口

（４）分割後の発行可能投資口総口数： 16,000,000口

（注）投信法第81条の３第２項により準用される会社法第184条第２項の規定に基づき、投資口の分割の割合に応じて発

行可能投資口総口数を増加させるため、本投資法人の規約を一部変更いたしました。

なお、前期首に当該投資口分割が行われたと仮定した場合における１口当たり情報の各数値につきましては、前記

「１口当たり情報に関する注記」をご参照ください。
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（７）発行済投資口の総口数の増減

本投資法人の当期末日までの発行済投資口の総口数及び出資総額の増減は以下のとおりです。

年月日 摘要
発行済投資口の総口数（口） 出資総額（百万円）

備考
増減 残高 増減 残高

2003年４月16日 私募設立 400 400 200 200 （注１）

2003年９月25日 公募増資 48,000 48,400 23,623 23,823 （注２）

2004年10月27日 公募増資 28,000 76,400 21,898 45,721 （注３）

2007年４月20日 公募増資 20,500 96,900 29,304 75,026 （注４）

2014年４月１日 投資口分割 96,900 193,800 ─ 75,026 （注５）

2017年４月19日 公募増資 28,600 222,400 10,372 85,398 （注６）

2017年５月16日
第三者割当

増資
1,500 223,900 544 85,942 （注７）

2018年３月16日 消却 △2,479 221,421 △999 84,942 （注８）

（注１）１口当たり発行価格500,000円にて本投資法人が設立されました。

（注２）１口当たり発行価格510,000円（発行価額492,150円）にて、新たな特定資産の取得資金等に充当すること

を目的として、公募による新投資口を発行し、資産の運用を開始しました。

（注３）１口当たり発行価格810,460円（発行価額782,094円）にて、新たな特定資産の取得に伴う借入金の返済資

金等に充当することを目的として、公募による新投資口を発行しました。

（注４）１口当たり発行価格1,479,800円（発行価額1,429,487円）にて、新たな特定資産の取得資金等に充当する

ことを目的として、公募による新投資口を発行しました。

（注５）2014年３月31日を基準日、2014年４月１日を効力発生日として投資口１口につき２口の割合による投資口

の分割を行いました。

（注６）１口当たり発行価格375,375円（発行価額362,670円）にて、新たな特定資産の取得に伴う借入金の返済資

金等に充当することを目的として、公募による新投資口を発行しました。

（注７）2017年４月19日に行われた公募増資に伴い、１口当たり発行価額362,670円にて、三菱ＵＦＪモルガン・ス

タンレー証券株式会社に対して第三者割当による新投資口を発行しました。

（注８）2017年11月16日から2018年２月27日にかけて、証券会社との自己投資口取得に係る取引一任契約に基づく

東京証券取引所における市場買付により、自己投資口の取得を行いました。取得した自己投資口（2,479

口）については、2018年３月２日に開催された本投資法人の役員会における決議に基づき、その全てを

2018年３月16日に消却しました。

（注９）2018年３月31日を基準日、2018年４月１日を効力発生日として投資口１口につき４口の割合による投資口

の分割を行いました。本公表日現在の発行済投資口数は885,684口となっております。

【投資証券の取引所価格の推移】

本投資法人の投資証券が上場する株式会社東京証券取引所の不動産投資信託証券市場における期別の各価格

（終値）は以下のとおりです。

期 別 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期

決算年月 2016年３月 2016年９月 2017年３月 2017年９月 2018年３月

最 高 465,000円 464,000円 438,000円 400,000円
427,500円（注１）
102,700円（注２）

最 低 361,500円 364,000円 366,500円 362,000円
367,000円（注１）
99,800円（注２）

期初価格 365,500円 439,000円 379,500円 391,000円 369,500円

期末価格 449,000円 386,500円 393,000円 366,500円 102,500円（注２）

（注１）2018年４月１日を効力発生日とする投資口１口につき４口の割合での投資口分割による権利落前（2018年

３月27日以前）の価格を記載しております。

（注２）上記権利落後（2018年３月28日以降）の価格を記載しております。　
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４．役員の異動

（１）本投資法人の役員

執行役員内田昭雄及び齊藤利雄並びに監督役員名取勝也、伊藤紀幸及び森田康裕は、2018年３月31日をもって

任期満了となり、2018年３月２日開催の投資主総会（以下、「本投資主総会」といいます。）において、執行役

員内田昭雄（重任）並びに監督役員名取勝也（重任）及び森田康裕（重任）が選任され、2018年４月１日にそれ

ぞれ就任しました。また、本投資主総会において、執行役員が欠けた場合又は法令に定める員数を欠くことにな

る場合に備えて、資産運用会社の石山真が補欠執行役員に選任されました。

本書の日付現在の執行役員１名及び監督役員２名は以下のとおりです。

執行役員 内田 昭雄

監督役員 名取 勝也

監督役員 森田 康裕

（２）資産運用会社の取締役又は監査役

最近の有価証券報告書（2017年12月26日提出）における「役員の状況」から取締役又は監査役の就任又は退任

がないため開示を省略します。
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５．参考情報

（１）投資状況

（2018年３月31日現在）

資産の種類
内容等によ

る区分

用途等によ

る区分

地域等によ

る区分

価格（百万円）

（注１）

貸借対照表計上額

（百万円）（注２）

資産合計に対する

投資比率（％）

（注３）

不動産 － オフィス その他３大

都市圏
9,730 9,552 5.0

信託不動産 不動産を信

託する信託

の受益権

オフィス 東京都心５

区（注４）
108,800 94,104 49.5

その他東京

都内23区
31,100 28,158 14.8

東京周辺都

市部
42,450 35,761 18.8

その他３大

都市圏
7,000 6,645 3.5

その他の資

産
預金等その他の資産 － 15,985 15,985 8.4

資産合計（注５） －
215,065

（199,080）

190,209

（174,223）

100.0

（91.6）

貸借対照表計上額（百万円） 資産総額に対する比率（％）（注６）

負債総額 103,166 54.2

純資産総額 87,042 45.8

資産総額 190,209 100.0

（注１）「価格」は、本規約に定める資産評価の方法及び基準並びに一般社団法人投資信託協会の定める規則に基づき、

不動産鑑定士による鑑定評価額（決算日を価格時点とする一般財団法人日本不動産研究所、大和不動産鑑定株

式会社、株式会社中央不動産鑑定所又は株式会社谷澤総合鑑定所作成の「不動産鑑定評価書」によります。）

を記載しております。

（注２）不動産及び不動産を信託する信託の受益権に係る「貸借対照表計上額」は減価償却後の金額であり、また、信

託財産内の預金は含まれておりません。

（注３）「資産合計に対する投資比率」は、貸借対照表計上額に関する比率であり、小数点第２位を四捨五入しており

ます。

（注４）「東京都心５区」は、千代田区、中央区、港区、新宿区及び渋谷区をいいます。

（注５）「資産合計」における括弧内の数値は、対象資産中に占める実質的に不動産等の保有に相当する部分を記載し

ております。

（注６）「資産総額に対する比率」は、小数点第２位を四捨五入しております。
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（２）投資資産

① 投資有価証券の主要銘柄

該当事項はありません。

② 投資不動産物件

投資不動産物件は、下記③「その他投資資産の主要なもの」に一括表記しております。　

③ その他投資資産の主要なもの

Ａ．投資資産である不動産及び不動産信託受益権に係る信託不動産の概要及び価額と投資比率

下記の表は、2018年３月31日現在における本投資法人が保有する不動産及び不動産信託受益権に係る信託

の信託財産である不動産（以下、「本件不動産」といいます。）の概要を一覧表にまとめたものです。個々

の本件不動産については、後記「Ｃ．個別資産の概要」をご参照ください。本件不動産は、いずれもテナン

トに対する賃貸用であり、主たる用途がオフィスである建物及びその敷地です。

地域区分
物件

番号
物件名称 資産の種類

取得価格

（百万円）

（注１）

投資

比率

（注２）

地域区分

毎の投資

比率

（注２）

貸借対照

表計上額

（百万円）

期末算定

価額

（百万円）

（注３）

東京都心５

区

１
大手町ファースト

スクエア
信託不動産 23,495 12.9％

53.4％

23,402 28,300

２ 平河町森タワー 信託不動産 18,200 10.0％ 17,428 23,700

３
銀座ファーストビ

ル
信託不動産 12,282 6.7％ 11,692 12,200

４ ＴＫ南青山ビル 信託不動産 35,000 19.2％ 33,451 33,600

５
アークヒルズ 仙

石山森タワー
信託不動産 8,423 4.6％ 8,129 11,000

その他

東京都内23

区

６ アルカセントラル 信託不動産 15,391 8.4％

15.0％

16,121 18,200

７
品川シーサイドウ

エストタワー
信託不動産 12,000 6.6％ 12,037 12,900

東京周辺都

市部

８ 横浜プラザビル 信託不動産 17,950 9.8％

22.3％

17,634 20,300

９
明治安田生命さい

たま新都心ビル
信託不動産 22,700 12.4％ 18,127 22,150

その他３大

都市圏

10
明治安田生命大阪

御堂筋ビル
不動産 9,200 5.0％

9.3％

9,552 9,730

11
淀屋橋フレックス

タワー
信託不動産 7,834 4.3％ 6,645 7,000

計 － 182,476 100.0％ 100.0％ 174,223 199,080

（注１）「取得価格」は、当該不動産等の取得に要した諸費用（売買手数料、公租公課等）を含まない金額（売買契約

書等に記載された売買価格）を記載しております。なお、百万円未満を切捨てて記載しております。なお、ア

ルカセントラルについては、売買契約書に記載された売買価格合計16,400百万円から、売主から承継した管理

組合の修繕積立金合計1,008百万円を控除した金額を記載しております。

（注２）「投資比率」及び「地域区分毎の投資比率」とは、本投資法人の取得価格の総額に対する当該資産の取得価格

の比率をいい、小数点第２位を四捨五入しております。

（注３）「期末算定価額」は、本規約に定める資産評価の方法及び基準並びに一般社団法人投資信託協会の定める規則

に基づき、不動産鑑定士による鑑定評価額（決算日を価格時点とする一般財団法人日本不動産研究所、大和不

動産鑑定株式会社、株式会社中央不動産鑑定所又は株式会社谷澤総合鑑定所作成の「不動産鑑定評価書」によ

ります。）を記載しております。各物件の期末算定価額を算出した不動産鑑定機関は、以下のとおりです。

　 一般財団法人日本不動産研究所：大手町ファーストスクエア、横浜プラザビル

　 大和不動産鑑定株式会社 ：平河町森タワー、銀座ファーストビル、アークヒルズ 仙石山森タワー、アル

カセントラル、品川シーサイドウエストタワー、淀屋橋フレックスタワー

　 株式会社中央不動産鑑定所 ：ＴＫ南青山ビル、明治安田生命さいたま新都心ビル

　 株式会社谷澤総合鑑定所 ：明治安田生命大阪御堂筋ビル

（注４）2018年３月31日現在、上記資産に関して担保設定はなされておりません。
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Ｂ．鑑定評価書の概要

物件

番号
物件名称 鑑定評価会社

不動産

鑑定評価額

（百万円）

（注）

鑑定評価書の概要

直接還元法 DCF法

価格

（百万円）

還元

利回り

価格

（百万円）
割引率

最終還元

利回り

１
大手町

ファーストスクエア

一般財団法人

日本不動産研究所
28,300 28,400 3.0％ 28,100 2.5％ 3.0％

２ 平河町森タワー
大和不動産鑑定

株式会社
23,700 24,400 3.1％ 23,400 2.9％ 3.3％

３ 銀座ファーストビル
大和不動産鑑定

株式会社
12,200 12,500 3.4％ 12,000 3.2％ 3.6％

４ ＴＫ南青山ビル
株式会社

中央不動産鑑定所
33,600 33,700 3.3％ 33,600 3.2％ 3.3％

５
アークヒルズ

仙石山森タワー

大和不動産鑑定

株式会社
11,000 11,300 3.1％ 10,800 2.9％ 3.3％

６ アルカセントラル
大和不動産鑑定

株式会社
18,200 18,800 3.9％ 17,900 3.7％ 4.1％

７
品川シーサイド

ウエストタワー

大和不動産鑑定

株式会社
12,900 13,050 4.0％ 12,800 3.8％ 4.2％

８ 横浜プラザビル
一般財団法人

日本不動産研究所
20,300 20,500 4.1％ 20,100 3.7％ 4.3％

９
明治安田生命

さいたま新都心ビル

株式会社

中央不動産鑑定所
22,150 21,150 4.7％ 22,150 4.5％ 4.8％

10
明治安田生命

大阪御堂筋ビル

株式会社

谷澤総合鑑定所
9,730 9,900 3.9％ 9,620 3.9％ 4.1％

11
淀屋橋

フレックスタワー

大和不動産鑑定

株式会社
7,000 7,130 4.1％ 6,940 3.9％ 4.3％

ポートフォリオ全体 199,080 200,830 ─ 197,410 ─ ─

（注）「不動産鑑定評価額」は、本規約に定める資産評価の方法及び基準並びに一般社団法人投資信託協会の定める

規則に基づき、一般財団法人日本不動産研究所、大和不動産鑑定株式会社、株式会社中央不動産鑑定所又は

株式会社谷澤総合鑑定所が作成した2018年３月31日を価格時点とする不動産鑑定評価書に基づき、記載して

おります。
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Ｃ．個別資産の概要

個別の不動産に関する概要は以下のとおりです。かかる概要は、登記簿等及び投資対象不動産に関して実

施された法務調査並びに建物等に対して実施された建物状況調査等に基づき記載しております。なお記載内

容は、原則として、2018年３月31日現在の情報を基準としております。

特定資産の概要

・「所在地」（住居表示を除きます。）、「面積」、「延床面積」、「構造」、「建築時期」については、登記簿上

に表示されているものを記載しております。

・「用途地域」については、都市計画法（昭和43年法律第100号、その後の改正を含みます。以下、「都市計画法」と

いいます。）第８条第１項第１号に掲げる用途地域の種類を記載しております。

・「用途」については、登記簿上に表示されている種類のうち、主要なものを記載しております。

・「ＰＭ（プロパティ・マネジメント）会社」については、当該物件について、2018年３月31日現在において不動産

管理業務を受託している会社を記載しております。

・「ＰＭＬ値」については、後記「Ｅ．エンジニアリングレポートにおける数値 （ロ）地震リスク分析報告書の概

要」をご参照ください。

損益状況

・前記の「重要な会計方針に係る事項に関する注記」に則して、損益状況を表記しております。

・金額は百万円未満を切捨てて記載しております。そのため、記載されている数値を足し合わせても合計値とは必ず

しも一致しません。

・「賃貸事業収入」には、賃料、共益費、水道光熱費収入、駐車場収入及び付帯収入が含まれております。

・「外部委託費」には、信託報酬、管理委託料（ＰＭ報酬）、建物管理費及び賃貸営業費が含まれております。

賃貸借の概況

・2018年３月31日現在の情報に基づいて記載しております。

・「テナント総数」は、１テナントが複数の貸室を賃借している場合、同一物件については１テナントとして延べテ

ナント数を記載しております。

・「総賃貸可能面積」及び「総賃貸面積」は、投資対象面積を記載し、小数点第３位を四捨五入しております。

・「賃料合計（月額）」は、2018年３月31日現在において有効な賃貸借契約で規定されている１ヶ月分の賃料（共益

費を含み、フリーレント期間を設定している場合は、フリーレント期間終了後の月額賃料）の合計額を百万円未満

を切捨てて記載しております。

・「稼働率」は、総賃貸面積を分子、総賃貸可能面積を分母とし、小数点第２位を四捨五入しております。

取得時の鑑定評価額

・「鑑定評価額」については、記載期日における一般財団法人日本不動産研究所、大和不動産鑑定株式会社、株式会

社中央不動産鑑定所又は株式会社谷澤総合鑑定所による鑑定評価額を記載しております。

・不動産鑑定評価書は、その内容を保証するものではなく、意見に過ぎません。

期末算定価額

・「期末算定価額」については、記載期日における一般財団法人日本不動産研究所、大和不動産鑑定株式会社、株式

会社中央不動産鑑定所又は株式会社谷澤総合鑑定所による鑑定評価額を記載しております。

・資産運用会社としては、保有する不動産関連資産の価格の推移を知るために、決算期毎に不動産鑑定評価書を取得

する方針です。

・不動産鑑定評価書は、その内容を保証するものではなく、意見に過ぎません。

特記事項

・特記事項の記載については、投資対象不動産の権利関係や利用等で重要と考えられること、また評価額、収益性、

処分性への影響度を考慮して重要と考えられることに関して、原則として次の分類により記載しております。

「不動産に関する行政法規」、「権利形態等」、「共有者・区分所有者との取り決め」、「賃貸借の概況について」
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＜物件名称 大手町ファーストスクエア＞

特定資産の概要

特定資産の種類 　不動産信託受益権

所在地
（住居表示）東京都千代田区大手町一丁目５番１号

（地番）東京都千代田区大手町一丁目６番１外６筆

土地

所有形態（注１） 所有権 用途地域 商業地域

面積

全体敷地面積

10,998.97㎡

うち対象敷地面積

1,088.61㎡

容積率／建ぺい率 1300％／80％

建物

所有形態（注１）
区分所有権

区分所有権の共有
用途 事務所・店舗

延床面積

一棟全体の延床面積

141,228.06㎡

対象専有面積

9,235.43㎡

建築時期

第１期：ウエストタワー

1992年２月

第２期：イーストタワー

1998年２月

構造 鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下５階付23階建

設計会社

日本電信電話株式会社一

級建築士事務所

エヌ・ティ・ティ都市開

発株式会社一級建築士事

務所

施工会社 竹中工務店他共同企業体

ＰＭＬ値 1.3％ 長期修繕費用見積 （注２）

信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

ＰＭ会社
株式会社大手町ファーストスクエア（注３）

ジョーンズ ラング ラサール株式会社（注４）

損益状況 賃貸借の概況（2018年３月31日現在）

運用期間
2017年10月１日～ テナント総数（注５） 37

2018年３月31日（182日） 総賃貸可能面積 8,131.75㎡

（A） 不動産賃貸事業収益 小計 485百万円 総賃貸面積 8,009.13㎡

賃貸事業収入 （注６） 賃料合計（月額） （注７）

その他賃貸事業収入 （注６） 稼働率 98.5％

（B） 不動産賃貸事業費用 小計 259百万円 取得年月日及び取得価格

外部委託費 （注６） 取得年月日 2003年12月25日

水道光熱費 （注６） 取得価格 23,495百万円

公租公課 （注６） 取得時の鑑定評価額（注８）

保険料 （注６） 価格時点 2003年７月１日

修繕費 （注６） 鑑定評価額 23,500百万円

減価償却費 （注６） 期末算定価額（注８）

その他賃貸事業費用 （注６） 調査の基準となる時点 2018年３月31日

（C） 不動産賃貸事業損益＝（A）－（B） 225百万円 期末算定価額 28,300百万円
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（注１）本物件の所有形態については、後記「大手町ファーストスクエア権利関係概念図」をご参照ください。

（注２）長期修繕費用見積の開示について関係者からの承諾が得られていないため、記載しておりません。

（注３）共用・共有部分についての建物管理業務等を区分所有者より受託しております。

（注４）専有部分についてのテナント管理業務等を信託受託者より受託しております。

（注５）「テナント総数」は、区分所有の専有部分（テナント数：13）及び共有部分（テナント数：24）についてのテ

ナント数を記載しております。

（注６）不動産賃貸事業収益及び不動産賃貸事業費用の内訳は、当該不動産の共同事業者からの承諾を得られていない

ため、開示を差し控えております。

（注７）「賃料合計（月額）」は、当該不動産の共同事業者からの承諾を得られていないため、開示を差し控えており

ます。

（注８）取得時の鑑定評価額及び期末算定価額を算出した不動産鑑定機関は、一般財団法人日本不動産研究所です。

＊＊＊特記事項＊＊＊

《不動産に関する行政法規》

大手町ファーストスクエアは、土地所有者等により一体開発のうえ建築された建物であり、建替え等の場合、現所

有者が所有する３筆の敷地のみでは同種・同規模の建物は建築できません。なお、大手町ファーストスクエアは総

合設計制度（昭和56年に改正された建築基準法（昭和25年法律第201号、その後の改正を含みます。以下、「建築基

準法」といいます。）第59条の２。以下、「総合設計制度」といいます。）によって、公開空地を設ける等の条件

が付されたうえ、容積率が緩和され建設されております。

本物件は、区分所有建物の所有権及び共有持分並びに区分所有建物の敷地の一部（所有権）です。

《共有者・区分所有者との取り決め》

１．大手町ファーストスクエアに関し、区分所有者間の基本協定により取り決められている事項は、大要以下のとお

りです。

・敷地は区分所有者（三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社、東日本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティ都市開発株式

会社、東京海上日動火災保険株式会社及び公共建物株式会社）の各自の所有とし、相互に無償で相手方の敷地

を使用できることが定められております。

・本物件を譲渡する場合は、建物と敷地の分離処分は認められず、譲受者に本協定により生じる権利義務の一切

を引き継がせることになっております。

・上記区分所有者は、その保有する区分所有権のうち自己所有の部分及び各自の敷地を第三者に譲渡しようとす

る場合には、他の区分所有者へ条件を示し、他の区分所有者が買受けを希望した場合は、他の第三者に優先し

てその者に譲渡しなければなりません。

２．当該基本協定に基づき、本投資法人が前信託受益者から本物件が裏付けとなった信託受益権を購入するにあたり、

前信託受益者は他の区分所有者へ優先先買に関する条件を事前に提示し、他の区分所有者から本投資法人への譲

渡の了解を得ております。

《賃貸借の概況について》

１．本物件については、建物賃借人であるテナント37社と普通借家契約（一部、定期建物賃貸借契約）を締結してお

ります。

２．「テナント総数」、「総賃貸可能面積」及び「総賃貸面積」は、不動産関連資産の裏付けとなる区分所有の専有

部分、店舗及び倉庫等の共有部分（共有持分）について記載しております。
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大手町ファーストスクエア 権利関係概念図

（建物概念図）

　

（敷地概念図）

　
（注1）本投資法人の所有形態

（注2）本投資法人が直接保有する資産は不動産信託受益権であるため、所有権者は不動産信託受託者の三菱UFJ信託銀

行株式会社です。
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＜物件名称 平河町森タワー＞

特定資産の概要

特定資産の種類 不動産信託受益権

所在地
（住居表示）東京都千代田区平河町二丁目16番１号

（地番）東京都千代田区平河町二丁目14番３外４筆

土地

所有形態（注１）
敷地権

（所有権の共有持分）
用途地域

商業地域

第２種住居地域

面積
全体敷地面積

5,592.19㎡
容積率／建ぺい率 700％／80％

建物

所有形態（注２） 区分所有権 用途 事務所・店舗

延床面積

一棟全体の延床面積

51,094.82㎡

対象専有面積（注３）

9,817.52㎡

建築時期 2009年12月

構造 鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下３階付24階建

設計会社
大成建設株式会社

一級建築士事務所
施工会社 大成建設株式会社

ＰＭＬ値 2.7％ 長期修繕費用見積
129,294千円／12年

（年平均10,774千円）

信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

ＰＭ会社 森ビル株式会社

損益状況 賃貸借の概況（2018年３月31日現在）

運用期間
2017年10月１日～ テナント総数（注４） 13

2018年３月31日（182日） 総賃貸可能面積 9,843.52㎡

（A） 不動産賃貸事業収益 小計 537百万円 総賃貸面積 9,843.52㎡

賃貸事業収入 537百万円 賃料合計（月額） 87百万円

その他賃貸事業収入 －百万円 稼働率 100.0％

（B） 不動産賃貸事業費用 小計 186百万円 取得年月日及び取得価格

外部委託費 78百万円 取得年月日 2011年３月１日

水道光熱費 9百万円 取得価格 18,200百万円

公租公課 28百万円 取得時の鑑定評価額（注５）

保険料 0百万円 価格時点 2011年１月14日

修繕費 0百万円 鑑定評価額 18,800百万円

減価償却費 68百万円 期末算定価額（注５）

その他賃貸事業費用 0百万円 調査の基準となる時点 2018年３月31日

（C） 不動産賃貸事業損益＝（A）－（B） 351百万円 期末算定価額 23,700百万円

（注１）土地については敷地権が設定されており、信託受託者はそのうちの100,000,000分の41,045,675の共有持分を

有しております。

（注２）建物の所有形態については、後記「平河町森タワー建物概念図」をご参照ください。

（注３）取得対象部分は、平河町森タワー管理規約に定める全体共有持分の約26.2％、平河町森タワー事務所部会管

理規約に定める事務所共用持分の約51.9％に相当します。

（注４）信託受託者と森ビル株式会社との間の建物賃貸借契約はパススルー型のため、エンドテナント総数を記載し

ております。

（注５）取得時の鑑定評価額及び期末算定価額を算出した不動産鑑定機関は、大和不動産鑑定株式会社です。

＊＊＊特記事項＊＊＊

《共有者・区分所有者との取り決め》

平河町森タワーの各専有部分を所有する区分所有者は、平河町森タワー管理組合を構成しており、管理規約が定め

られております。また、事務所及び店舗に係る各専有部分を所有する区分所有者は、平河町森タワー事務所部会を

併せて構成しており、事務所部会管理規約が定められております。

《賃貸借の概況について》

本物件については、森ビル株式会社との間の定期建物賃貸借契約の契約期間（2011年３月１日から2016年３月31日

まで）が満了したことから、森ビル株式会社との間で期間５年（2016年４月１日から2021年３月31日まで）の普通

借家契約を締結し、同社に本物件を一括して賃貸しており、賃料はエンドテナントの賃料と同額とするパススルー

型の契約となっております。
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平河町森タワー 建物概念図

　
（注1）本投資法人持分

（注2）本投資法人が直接保有する資産は不動産信託受益権であるため、所有権者は不動産信託受託者の三菱UFJ信託銀

行株式会社です。
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＜物件名称 銀座ファーストビル＞

特定資産の概要

特定資産の種類 不動産信託受益権

所在地
（住居表示）東京都中央区銀座一丁目10番６号

（地番）東京都中央区銀座一丁目７番２

土地
所有形態（注１）

敷地権

（所有権の共有持分）
用途地域 商業地域

面積 1,404.64㎡ 容積率／建ぺい率 700％ ／ 80％

建物

所有形態（注２） 区分所有権 用途 事務所・店舗・駐車場

延床面積

一棟全体の延床面積

12,479.45㎡

対象専有面積

9,856.20㎡

建築時期 1998年８月

構造 鉄骨・鉄筋コンクリート・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下３階付11階建

設計会社

株式会社園田設計

株式会社熊谷組一級建築

士事務所

施工会社 松尾・熊谷建設共同企業体

ＰＭＬ値 4.8％ 長期修繕費用見積
434,030千円／12年

（年平均36,169千円）

信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

ＰＭ会社 株式会社ザイマックスアルファ

損益状況 賃貸借の概況（2018年３月31日現在）

運用期間
2017年10月１日～ テナント総数 ６

2018年３月31日（182日） 総賃貸可能面積 7,718.86㎡

（A） 不動産賃貸事業収益 小計 342百万円 総賃貸面積 7,718.86㎡

賃貸事業収入 342百万円 賃料合計（月額） 50百万円

その他賃貸事業収入 －百万円 稼働率 100.0％

（B） 不動産賃貸事業費用 小計 144百万円 取得年月日及び取得価格

外部委託費 26百万円 取得年月日 2005年３月29日

水道光熱費 29百万円 取得価格 12,282百万円

公租公課 44百万円 取得時の鑑定評価額（注３）

保険料 0百万円 価格時点 2004年11月30日

修繕費 5百万円 鑑定評価額 12,500百万円

減価償却費 37百万円 期末算定価額（注３）

その他賃貸事業費用 0百万円 調査の基準となる時点 2018年３月31日

（C） 不動産賃貸事業損益＝（A）－（B） 198百万円 期末算定価額 12,200百万円

（注１）本物件の土地については敷地権が設定されており、信託受託者はそのうちの100,000分の95,518の共有持分を

有しております。

（注２）信託受託者は、本物件の建物のうち地下３階から地上９階までの区分所有部分9,856.20㎡を有しておりま

す。また、本物件の他の区分所有者は東京都中央区です。

（注３）取得時の鑑定評価額及び期末算定価額を算出した不動産鑑定機関は、大和不動産鑑定株式会社です。

＊＊＊特記事項＊＊＊

《不動産に関する行政法規》

本物件は、地区計画（機能更新型高度利用地区及び街並み誘導型地区計画）により200％の容積率緩和を受けている

ほか、総合設計制度により、公開空地を設ける等の条件が付されたうえで、さらに約75％の容積率緩和適用を受け

て建設されております。

《賃貸借の概況について》

本物件については、建物賃借人であるテナント６社と普通借家契約（一部、定期建物賃貸借契約）を締結しており

ます。
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＜物件名称 ＴＫ南青山ビル＞

特定資産の概要

特定資産の種類 不動産信託受益権

所在地
（住居表示）東京都港区南青山二丁目６番21号外

（地番）東京都港区南青山二丁目57番25外６筆

土地
所有形態 所有権 用途地域

商業地域

第２種住居地域

面積 3,039.08㎡ 容積率／建ぺい率 700％ ／ 100％

建物

所有形態（注１） 所有権 用途
事務所・共同住宅・

駐車場・店舗

延床面積 20,958.79㎡ 建築時期 2003年５月

構造 鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下２階付17階建

設計会社 株式会社日建設計 施工会社 鹿島建設他共同企業体

ＰＭＬ値 3.3％ 長期修繕費用見積
1,088,174千円／12年

（年平均90,681千円）

信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

ＰＭ会社 森ビル株式会社

損益状況 賃貸借の概況（2018年３月31日現在）

運用期間
2017年10月１日～ テナント総数 ３

2018年３月31日（182日） 総賃貸可能面積 14,012.64㎡

（A） 不動産賃貸事業収益 小計 736百万円 総賃貸面積 14,012.64㎡

賃貸事業収入 736百万円 賃料合計（月額） 114百万円

その他賃貸事業収入 0百万円 稼働率 100.0％

（B） 不動産賃貸事業費用 小計 292百万円 取得年月日及び取得価格

外部委託費 63百万円 取得年月日 2005年10月21日

水道光熱費 39百万円 取得価格 35,000百万円

公租公課 76百万円 取得時の鑑定評価額（注２）

保険料 1百万円 価格時点 2005年７月31日

修繕費 24百万円 鑑定評価額 35,040百万円

減価償却費 85百万円 期末算定価額（注２）

その他賃貸事業費用 0百万円 調査の基準となる時点 2018年３月31日

（C） 不動産賃貸事業損益＝（A）－（B） 444百万円 期末算定価額 33,600百万円

（注１）建物は地上17階地下２階のオフィス棟（名称：ＴＫ南青山ビル）と地上８階地下２階の住宅棟（全12戸）

（名称：南青山ガーデンコート）から構成されていますが、登記上は１棟の建物になっています。

（注２）取得時の鑑定評価額及び期末算定価額を算出した不動産鑑定機関は、株式会社中央不動産鑑定所です。

＊＊＊特記事項＊＊＊

《不動産に関する行政法規》

本物件は、住宅棟と共に一団地認定（建築基準法第86条。以下、「一団地認定」といいます。）、かつ総合設計制

度によって、公開空地を設ける等の条件が付されたうえ、容積率が約65％緩和され建設されております。

《賃貸借の概況について》

本物件については、建物賃借人であるテナント３社と定期建物賃貸借契約（一部、普通借家契約）を締結しており

ます。
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＜物件名称 アークヒルズ 仙石山森タワー＞

特定資産の概要

特定資産の種類 　不動産信託受益権

所在地
（住居表示）東京都港区六本木一丁目９番10号

（地番）東京都港区六本木一丁目113番40、虎ノ門五丁目18番206

土地

所有形態（注１）
敷地権

（所有権の共有持分）
用途地域

第２種住居地域

第２種中高層住居専用地域

面積
全体敷地面積

15,367.75㎡
容積率／建ぺい率 400％ ／ 60％

建物

所有形態（注２） 区分所有権 用途 事務所

延床面積

一棟全体の延床面積

140,667.09㎡

対象専有面積（注３）

3,888.23㎡

建築時期 2012年８月

構造 鉄骨鉄筋コンクリート・鉄骨・鉄筋コンクリート造陸屋根地下４階付47階建

設計会社
森ビル株式会社一級

建築士事務所
施工会社 株式会社大林組

ＰＭＬ値 1.7％ 長期修繕費用見積
57,288千円／12年

（年平均4,774千円）

信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

ＰＭ会社 森ビル株式会社

損益状況 賃貸借の概況（2018年３月31日現在）

運用期間
2017年10月１日～ テナント総数（注４） 12

2018年３月31日（182日） 総賃貸可能面積 3,937.95㎡

（A） 不動産賃貸事業収益 小計 241百万円 総賃貸面積 3,937.95㎡

賃貸事業収入 241百万円 賃料合計（月額）（注５） 37百万円

その他賃貸事業収入 －百万円 稼働率 100.0％

（B） 不動産賃貸事業費用 小計 87百万円 取得年月日及び取得価格

外部委託費 34百万円 取得年月日 2012年11月20日

水道光熱費 4百万円 取得価格 8,423百万円

公租公課 12百万円 取得時の鑑定評価額（注６）

保険料 0百万円 価格時点 2012年10月５日

修繕費 0百万円 鑑定評価額 8,610百万円

減価償却費 33百万円 期末算定価額（注６）

その他賃貸事業費用 1百万円 調査の基準となる時点 2018年３月31日

（C） 不動産賃貸事業損益＝（A）－（B） 154百万円 期末算定価額 11,000百万円
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（注１）土地については敷地権が設定されており、信託受託者はそのうちの100,000,000分の4,964,850の共有持分を

有しております。

（注２）建物の所有形態については、後記「アークヒルズ 仙石山森タワー建物概念図」をご参照ください。

（注３）取得対象部分は、管理組合の管理規約に定める全体共有持分の約5.6％に相当します。

（注４）信託受託者と森ビル株式会社との間の建物賃貸借契約はパススルー型のため、共同運用区画のエンドテナン

ト総数を記載しております。

（注５）2018年３月31日現在における共同運用区画のエンドテナントとの間の賃貸借契約で規定されている１ヶ月の

賃料（共益費を含み、フリーレント期間を設定している場合は、フリーレント期間終了後の月額賃料）の合

計額に事業比率を乗じた金額を百万円未満を切り捨てて記載しております。

（注６）取得時の鑑定評価額及び期末算定価額を算出した不動産鑑定機関は、大和不動産鑑定株式会社です。

＊＊＊特記事項＊＊＊

《共有者・区分所有者との取り決め》

森ビル株式会社を含む32階から47階までの区分所有者との間で、期間約10年（2012年11月20日から2022年11月30日

まで）の区分所有者間協定を締結し、32階から47階までの16フロア（「共同運用区画」といいます。）から生じる

収支を面積に基づく事業比率に応じて分配する仕組み（「共同運用」といいます。）となっています。なお、2015

年11月30日までの賃料収入は、共同運用の対象外でした。

《賃貸借の概況について》

本物件については、森ビル株式会社との間で、期間約10年（2012年11月20日から2022年11月30日まで）の普通借家

契約を締結し、同社に本物件を一括して賃貸しており、2015年11月30日までの当初約３年の賃料は、エンドテナン

トとの契約状況にかかわらず固定賃料が支払われておりましたが、2015年12月１日以降の賃料は、エンドテナント

の賃料と同額とするパススルー型の契約となり、共同運用の対象となっております。
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アークヒルズ 仙石山森タワー 建物概念図

　

（注1）本投資法人持分 （注2）本投資法人持分以外の共同運用区画

（注3）本投資法人が直接保有する資産は不動産信託受益権であるため、所有権者は不動産信託受託者の三菱UFJ信託銀

行株式会社です。
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＜物件名称 アルカセントラル＞

特定資産の概要

特定資産の種類 不動産信託受益権

所在地
（住居表示）東京都墨田区錦糸一丁目２番１号

（地番）東京都墨田区錦糸一丁目35番

土地

所有形態（注１）
敷地権

（所有権の共有持分）
用途地域 商業地域

面積

敷地面積

18,100.41㎡

（第３街区全体）

容積率／建ぺい率 700％ ／ 80％

建物

所有形態（注２） 区分所有権 用途 事務所

延床面積

４棟全体の延床面積

（注３） 163,834.24㎡

アルカセントラルの延床

面積 49,753.92㎡（竣

工図）

うち取得対象専有面積

（注４） 15,595.38㎡

建築時期 1997年３月

構造

（４棟全体）

鉄骨・鉄筋コンクリート・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下３階付24階建

（アルカセントラル）

鉄骨造一部鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下３階地上22階建塔屋１階

（竣工図）

設計会社 株式会社日建設計 施工会社

竹中・鹿島・大林・戸

田・フジタ・多田・不

二・東武谷内田建設共同

企業体

ＰＭＬ値 2.2％ 長期修繕費用見積
592,440千円／12年

（年平均49,370千円）

信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

ＰＭ会社
株式会社アルカタワーズ（注５）

シービーアールイー株式会社（注６）

損益状況 賃貸借の概況（2018年３月31日現在）

運用期間
2017年10月１日～ テナント総数 24

2018年３月31日（182日） 総賃貸可能面積 15,746.41㎡

（A） 不動産賃貸事業収益 小計 534百万円 総賃貸面積 15,467.41㎡

賃貸事業収入 534百万円 賃料合計（月額） 87百万円

その他賃貸事業収入 －百万円 稼働率 98.2％

（B） 不動産賃貸事業費用 小計 261百万円 取得年月日及び取得価格

外部委託費 94百万円
取得年月日

①2014年３月28日

②2014年５月30日水道光熱費 22百万円

公租公課 58百万円 取得価格（注７） 15,391百万円

保険料 2百万円 取得時の鑑定評価額（注８）

修繕費 4百万円
価格時点

①2014年２月20日

②2014年５月１日減価償却費 78百万円

その他賃貸事業費用 0百万円
鑑定評価額

①16,600百万円

②403百万円（C） 不動産賃貸事業損益＝（A）－（B） 273百万円

期末算定価額（注８）

調査の基準となる時点 2018年３月31日

期末算定価額 18,200百万円
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（注１）土地については敷地権が設定されており、信託受託者はそのうちの100,000,000分の20,383,318の共有持分を

有しております。

（注２）建物の所有形態については、後記「アルカセントラル建物概念図」をご参照ください。

（注３）登記上の一棟の建物に、アルカセントラルの他、東武ホテル、トリフォニーホール、アルカウェストの各棟

が含まれます。

（注４）取得対象部分は、管理組合の管理規約に基づく第３街区全体共有持分の約20.4％、アルカセントラル棟共有

持分の約57.8％に相当します。

（注５）管理規約に定める建物の共用部分、共用設備等についての管理に関する業務を区分所有者より受託しており

ます。

（注６）専有部分についてのテナント管理業務等を信託受託者より受託しております。

（注７）取得価格は、取得諸経費、固定資産税及び都市計画税の精算金、消費税及び地方消費税を含まない金額（売

買契約書等に記載された売買価格合計）16,400百万円から、売主から承継した管理組合の修繕積立金合計

1,008百万円を控除した金額を記載しております。

（注８）取得時の鑑定評価額及び期末算定価額を算出した不動産鑑定機関は、大和不動産鑑定株式会社です。

＊＊＊特記事項＊＊＊

《区分所有者との取り決め》

１．アルカセントラルの各専有部分を所有する区分所有者は、錦糸町第３街区管理組合及びその下部組織としての同

４棟管理組合、さらにその下部組織としての同アルカセントラル管理組合を構成しており、これら全ての組合に

共通する規約として、錦糸町第３街区管理規約が定められております。

２．区分所有者が専有部分を譲渡しようとするときは、管理者に対して書面により譲渡条件を申し出なければなりま

せん。申し出を受けた管理者は他の区分所有者に対して譲渡が予定されている旨を通知し、譲受人を募るものと

されております。

《賃貸借の概況について》

本物件については、建物賃借人であるテナント24社と普通借家契約を締結しております。
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アルカセントラル 建物概念図

　

（注1）本投資法人持分

（注2）本投資法人が直接保有する資産は不動産信託受益権であるため、所有権者は不動産信託受託者の三菱UFJ信託銀

行株式会社です。
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＜物件名称 品川シーサイドウエストタワー＞

特定資産の概要

特定資産の種類 不動産信託受益権

所在地
（住居表示）東京都品川区東品川四丁目12番２号

（地番）東京都品川区東品川四丁目101番２

土地
所有形態

所有権

（信託受益権の

準共有持分50％）

用途地域 準工業地域

面積 全体敷地面積 5,935.08㎡ 容積率／建ぺい率 300％ ／ 60％

建物

所有形態

所有権

（信託受益権の

準共有持分50％）

用途 事務所・駐車場

延床面積
一棟全体の延床面積

38,645.33㎡
建築時期 2004年８月

構造 鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート・鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付18階建

設計会社
鹿島建設株式会社

一級建築士事務所
施工会社 鹿島建設株式会社

ＰＭＬ値 2.1％
長期修繕費用見積

（注１）

67,140千円／12年

（年平均5,595千円）

信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

ＰＭ会社 ジョーンズ ラング ラサール株式会社

損益状況 賃貸借の概況（2018年３月31日現在）

運用期間
2017年10月１日～ テナント総数 6

2018年３月31日（182日） 総賃貸可能面積（注１） 12,255.39㎡

（A） 不動産賃貸事業収益 小計 355百万円 総賃貸面積（注１） 12,040.80㎡

賃貸事業収入 354百万円
賃料合計（月額）

（注１）（注２）
63百万円

その他賃貸事業収入 0百万円 稼働率 98.2％

（B） 不動産賃貸事業費用 小計 153百万円 取得年月日及び取得価格

外部委託費 53百万円 取得年月日 2017年３月24日

水道光熱費 36百万円 取得価格（注３） 12,000百万円

公租公課 －百万円 取得時の鑑定評価額（注４）

保険料 0百万円 価格時点 2017年２月１日

修繕費 15百万円 鑑定評価額 12,650百万円

減価償却費 45百万円 期末算定価額（注４）

その他賃貸事業費用 1百万円 調査の基準となる時点 2018年３月31日

（C） 不動産賃貸事業損益＝（A）－（B） 201百万円 期末算定価額 12,900百万円
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（注１）準共有持分50％相当を記載しております。

（注２）契約更新時に2018年３月31日現在の契約期間中にフリーレントを付与した契約について、当該フリーレント

額を2018年３月31日現在の契約期間に均等に按分した額を控除して算出した賃料・共益費合計（月額）は、

57百万円です。

（注３）取得資産（土地建物全体の50％相当）の金額を記載しております。

（注４）取得時の鑑定評価額及び期末算定価額を算出した不動産鑑定機関は、大和不動産鑑定株式会社です。なお、

取得時の鑑定評価額及び期末算定価額は、取得資産（土地建物全体の50％相当）に対する価額です。

＊＊＊特記事項＊＊＊

《不動産に関する行政法規》

本物件は、東品川四丁目地区地区計画区域、再開発促進地区のＡ街区に該当しており、一団地認定により、建築物

等の用途や形態又は色彩その他意匠等の制限が付されたうえ容積率が約300％緩和され建設されております。

《共有者との取り決め》

１．本物件の不動産信託受益権の他の準共有者は明治安田生命保険相互会社１社です。

２．他の準共有者と信託受託者の間では本物件の管理・運営を円滑にすること及び準共有持分の譲渡の際の手続等を

規定することを目的に準共有者間協定が締結されています。当該準共有者間協定には、他の準共有者に優先して

譲渡の申し出を行うこと、他の準共有者の承諾なく第三者に譲渡、担保設定等が行えないこと、第三者と交渉を

する場合でも一定の期間・条件のもと他の準共有者は優先買取権を持つこと、分割請求の禁止等が定められてい

ます。

《賃貸借の概況について》

本物件については、建物賃借人であるテナント６社と普通借家契約を締結しております。
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＜物件名称 横浜プラザビル＞

特定資産の概要

特定資産の種類 　不動産信託受益権

所在地
（登記上の建物の表示）神奈川県横浜市神奈川区金港町２番地６

（地番）神奈川県横浜市神奈川区金港町２番６

土地
所有形態 所有権 用途地域 工業地域

面積 2,720.30㎡ 容積率／建ぺい率 200％／60％

建物

所有形態 所有権 用途 事務所・店舗・駐車場

延床面積 19,968.20㎡ 建築時期 2010年２月

構造 鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付12階建

設計会社
株式会社竹中工務店一級

建築士事務所
施工会社 株式会社竹中工務店

ＰＭＬ値 4.4％ 長期修繕費用見積
157,289千円／12年

（年平均13,107千円）

信託受託者 　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

ＰＭ会社 　三井不動産ビルマネジメント株式会社

損益状況 賃貸借の概況（2018年３月31日現在）

運用期間
2017年10月１日～ テナント総数 20

2018年３月31日（182日） 総賃貸可能面積 14,148.34㎡

（A） 不動産賃貸事業収益 小計 506百万円 総賃貸面積 13,267.00㎡

賃貸事業収入 506百万円 賃料合計（月額） 77百万円

その他賃貸事業収入 0百万円 稼働率 93.8％

（B） 不動産賃貸事業費用 小計 238百万円 取得年月日及び取得価格

外部委託費 43百万円 取得年月日 2014年８月１日

水道光熱費 24百万円 取得価格 17,950百万円

公租公課 31百万円 取得時の鑑定評価額（注）

保険料 0百万円 価格時点 2014年６月５日

修繕費 9百万円 鑑定評価額 17,980百万円

減価償却費 127百万円 期末算定価額（注）

その他賃貸事業費用 0百万円 調査の基準となる時点 2018年３月31日

（C） 不動産賃貸事業損益＝（A）－（B） 267百万円 期末算定価額 20,300百万円

（注）取得時の鑑定評価額及び期末算定価額を算出した不動産鑑定機関は、一般財団法人日本不動産研究所です。

＊＊＊特記事項＊＊＊

《不動産に関する行政法規》

本物件は、ヨコハマポートサイド地区計画区域内の容積率の緩和認定によって、文化・芸術関連施設及びオープン

スペースを設け、適正に維持管理する等の条件が付されたうえ容積率が約500％緩和され建設されております。

《賃貸借の概況について》

本物件については、建物賃借人であるテナント20社と普通借家契約（一部、定期建物賃貸借契約）を締結しており

ます。
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＜物件名称 明治安田生命さいたま新都心ビル＞

特定資産の概要

特定資産の種類 不動産信託受益権

所在地
（登記上の建物の表示）埼玉県さいたま市中央区新都心11番地２

（地番）埼玉県さいたま市中央区新都心11番２外34筆

土地

所有形態
所有権

（共有持分50％）
用途地域 商業地域

面積
全体敷地面積

7,035.05㎡
容積率／建ぺい率 800％ ／ 80％

建物

所有形態
所有権

（共有持分50％）
用途 事務所・駐車場・店舗

延床面積
一棟全体の延床面積

78,897.42㎡
建築時期 2002年３月

構造 鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下３階付35階建

設計会社 株式会社日建設計 施工会社 鹿島建設他共同企業体

ＰＭＬ値 3.6％
長期修繕費用見積

（注１）

2,337,140千円／12年

（年平均194,761千円）

信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

ＰＭ会社 株式会社ザイマックスアルファ

損益状況 賃貸借の概況（2018年３月31日現在）

運用期間
2017年10月１日～ テナント総数 45

2018年３月31日（182日） 総賃貸可能面積（注１） 21,704.32㎡

（A） 不動産賃貸事業収益 小計 868百万円 総賃貸面積（注１） 21,289.49㎡

賃貸事業収入 868百万円 賃料合計（月額）（注１) 120百万円

その他賃貸事業収入 0百万円 稼働率 98.1％

（B） 不動産賃貸事業費用 小計 488百万円 取得年月日及び取得価格

外部委託費 91百万円 取得年月日 2007年４月25日

水道光熱費 69百万円 取得価格（注２） 22,700百万円

公租公課 59百万円 取得時の鑑定評価額（注３）

保険料 1百万円 価格時点 2007年２月１日

修繕費 28百万円 鑑定評価額 22,820百万円

減価償却費 236百万円 期末算定価額（注３）

その他賃貸事業費用 1百万円 調査の基準となる時点 2018年３月31日

（C） 不動産賃貸事業損益＝（A）－（B） 379百万円 期末算定価額 22,150百万円
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（注１）共有持分50％相当を記載しております。

（注２）取得資産（土地建物全体の50％相当）の金額を記載しております。

（注３）取得時の鑑定評価額及び期末算定価額を算出した不動産鑑定機関は、株式会社中央不動産鑑定所です。なお、

取得時の鑑定評価額及び期末算定価額は、取得資産（土地建物全体の50％相当）に対する価額です。

＊＊＊特記事項＊＊＊

《不動産に関する行政法規》

１．本物件は、1998年12月28日付再開発地区計画の変更及び首都高速道路に伴う重複利用地区を事由に建築基準法第

68条の５第１号により、容積率が約196％緩和され建築されております。

２．本物件は、1990年12月付県道高速浦和戸田線の路線認定及び本物件との整合を事由に建築基準法第44条第１項第

３号による道路内の建築制限緩和の認定を埼玉県知事から受けています。

３．本物件は、1990年12月付県道高速浦和戸田線の路線認定及び本物件との整合（立体道路制度の適用）を事由に都

市計画法第65条第１項の許可を埼玉県浦和土木事務所から受けています。

４．本物件が存する地区は、さいたま新都心４街区の交通広場及び歩行者自由通路に関して、その整備目的に則した

管理運営を実現するため、「さいたま新都心４街区の交通広場及び歩行者自由通路の管理運営に関する基本協

定」が定められており、交通広場に関しては、「さいたま新都心４街区の交通広場の管理運営に関する基本協

定」に基づき施設維持義務が定められています。

《権利形態等》

本物件の敷地のうち南側の一部（1,902.60㎡）に高速道路の道路用地のための地上権が、北東側・南側の一部

（149.01㎡）に立体横断施設（歩行者自由通路）のための地上権が設定されております。

《共有者との取り決め》

１．本物件の他の共有者は明治安田生命保険相互会社１社です。

２．他の共有者と信託受託者の間では本物件の管理・運営を円滑にすること及び共有持分の譲渡の際の手続等を規定

することを目的に共有者間協定が締結されています。当該共有者間協定には、他の共有者に優先して譲渡の申し

出を行うこと、他の共有者の承諾なく第三者に譲渡、担保設定等が行えないこと、第三者と交渉をする場合でも

一定の期間・条件のもと他の共有者は優先買取権を持つこと、分割請求の禁止等が定められています。

３．他の共有者と信託受託者は連名でＰＭ会社との間でプロパティ・マネジメント業務委託契約を締結し、同社に対

して、本物件の管理・運営業務を委託しております。当該プロパティ・マネジメント業務委託契約において、本

物件のテナントからの賃料は他の共有者名義の口座に入金された後、当該口座から信託受託者に対して共有持分

に係るテナントからの賃貸収入相当分が送金されるものとされ、また、本物件の管理等に要する費用は信託受託

者がＰＭ会社名義の口座に入金した後、当該口座からＰＭ会社により当該費用の支払がなされることとなってい

ます。

《賃貸借の概況について》

本物件については、建物賃借人であるテナント45社と定期建物賃貸借契約を締結しております。
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＜物件名称 明治安田生命大阪御堂筋ビル＞

特定資産の概要

特定資産の種類 不動産

所在地
（住居表示）大阪府大阪市中央区伏見町四丁目１番１号

（地番）大阪府大阪市中央区伏見町四丁目１番、高麗橋四丁目56番３

土地

所有形態
所有権

（共有持分50％）
用途地域 商業地域

面積
全体敷地面積

2,992.26㎡
容積率／建ぺい率 1000％／80％

建物

所有形態
所有権

（共有持分50％）
用途 事務所・店舗・駐車場

延床面積
一棟全体の延床面積

32,997.60㎡
建築時期 2001年７月

構造 鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下３階付14階建

設計会社
株式会社竹中工務店一級

建築士事務所
施工会社 竹中工務店他共同企業体

ＰＭＬ値 0.5％
長期修繕費用見積

（注１）

290,480千円／12年

（年平均24,206千円）

ＰＭ会社 　明治安田ビルマネジメント株式会社

損益状況 賃貸借の概況（2018年３月31日現在）

運用期間
2017年10月１日～ テナント総数 14

2018年３月31日（182日） 総賃貸可能面積（注１） 8,730.59㎡

（A） 不動産賃貸事業収益 小計 284百万円 総賃貸面積（注１） 8,723.08㎡

賃貸事業収入 284百万円 賃料合計（月額）（注１) 45百万円

その他賃貸事業収入 0百万円 稼働率 99.9％

（B） 不動産賃貸事業費用 小計 104百万円 取得年月日及び取得価格

外部委託費 41百万円 取得年月日 2017年３月24日

水道光熱費 23百万円 取得価格（注２） 9,200百万円

公租公課 －百万円 取得時の鑑定評価額（注３）

保険料 0百万円 価格時点 2017年２月１日

修繕費 7百万円 鑑定評価額 9,590百万円

減価償却費 31百万円 期末算定価額（注３）

その他賃貸事業費用 0百万円 調査の基準となる時点 2018年３月31日

（C） 不動産賃貸事業損益＝（A）－（B） 179百万円 期末算定価額 9,730百万円

（注１）共有持分50％相当を記載しております。

（注２）取得資産（土地建物全体の50％相当）の金額を記載しております。

（注３）取得時の鑑定評価額及び期末算定価額を算出した不動産鑑定機関は、株式会社谷澤総合鑑定所です。なお、

取得時の鑑定評価額及び期末算定価額は、取得資産（土地建物全体の50％相当）に対する価額です。

＊＊＊特記事項＊＊＊

《不動産に関する行政法規》

本物件は、総合設計制度によって、公開空地を設ける等の条件が付されたうえ容積率が約79％緩和され建設されて

おります。

《共有者との取り決め》

１．本物件の他の共有者は明治安田生命保険相互会社１社です。

２．他の共有者と本投資法人の間では本物件の管理・運営を円滑にすること及び共有持分の譲渡の際の手続等を規

定することを目的に共有者間協定が締結されています。当該共有者間協定には、他の共有者に優先して譲渡の

申し出を行うこと、他の共有者の承諾なく第三者に譲渡、担保設定等が行えないこと、第三者と交渉をする場

合でも一定の期間・条件のもと他の共有者は優先買取権を持つこと、分割請求の禁止等が定められています。

《賃貸借の概況について》

本物件については、建物賃借人であるテナント14社と定期建物賃貸借契約を締結しております。
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＜物件名称 淀屋橋フレックスタワー＞

特定資産の概要

特定資産の種類 不動産信託受益権

所在地
（住居表示）大阪府大阪市中央区高麗橋三丁目３番11号

（地番）大阪府大阪市中央区高麗橋三丁目35番２

土地
所有形態 所有権 用途地域 商業地域

面積 1,692.51㎡ 容積率／建ぺい率 600％／80％

建物

所有形態 所有権 用途 事務所・駐車場

延床面積 10,997.50㎡ 建築時期 2006年11月

構造 鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付12階建

設計会社
大成建設株式会社一級建

築士事務所
施工会社 大成建設株式会社

ＰＭＬ値 5.4％ 長期修繕費用見積
376,018千円／12年

（年平均31,334千円）

信託受託者 三井住友信託銀行株式会社

ＰＭ会社 住商ビルマネージメント株式会社

損益状況 賃貸借の概況（2018年３月31日現在）

運用期間
2017年10月１日～ テナント総数 13

2018年３月31日（182日） 総賃貸可能面積 7,432.28㎡

（A） 不動産賃貸事業収益 小計 217百万円 総賃貸面積 7,432.28㎡

賃貸事業収入 217百万円 賃料合計（月額） 31百万円

その他賃貸事業収入 0百万円 稼働率 100.0％

（B） 不動産賃貸事業費用 小計 126百万円 取得年月日及び取得価格

外部委託費 15百万円 取得年月日 2008年１月31日

水道光熱費 18百万円 取得価格 7,834百万円

公租公課 19百万円 取得時の鑑定評価額（注）

保険料 0百万円 価格時点 2007年11月１日

修繕費 7百万円 鑑定評価額 7,940百万円

減価償却費 63百万円 期末算定価額（注）

その他賃貸事業費用 1百万円 調査の基準となる時点 2018年３月31日

（C） 不動産賃貸事業損益＝（A）－（B） 91百万円 期末算定価額 7,000百万円

（注）取得時の鑑定評価額及び期末算定価額を算出した不動産鑑定機関は、大和不動産鑑定株式会社です。

＊＊＊特記事項＊＊＊

《不動産に関する行政法規》

本物件は、総合設計制度によって、公開空地を設ける等の条件が付されたうえ容積率が約87％緩和され建設されて

おります。

《賃貸借の概況について》

本物件については、建物賃借人であるテナント13社と普通借家契約を締結しております。

決算短信（宝印刷） 2018年05月14日 18時47分 52ページ（Tess 1.50(64) 20180315_01）



グローバル・ワン不動産投資法人(8958) 2018年３月期 決算短信

51

Ｄ．運用資産への資本的支出

（イ）資本的支出の予定

既存投資物件に関し、2018年３月31日現在計画されている改修工事等に伴う資本的支出の予定額のうち

主要なものは以下のとおりです。なお、下記工事予定金額には、会計上の費用に区分経理される部分が含

まれています。

不動産等の名称

（所在）
目的 予定期間

工事予定金額（千円）

総額 当期支払額 既支払総額

大手町ファーストスクエア

（東京都千代田区）

競争力維持向上のための

共用部リニューアル工事

（2018年度)

自 2018年４月

至 2019年３月
64,000 ― ―

電力監視設備更新工事

（第４期）
2019年３月 10,085 ― ―

銀座ファーストビル

（東京都中央区）

空調設備更新工事 2018年８月 56,000 ― ―

外装リニューアル工事

（第１期）
2018年９月 111,656 ― ―

外装リニューアル工事

（第２期）
2019年２月 77,873 ― ―

アルカセントラル

（東京都墨田区）

防災設備更新工事（第２

期）
2018年９月 16,084 ― ―

貸室内補助空調更新工事

（６回目）
2019年３月 15,721 ― ―

防災設備更新工事（第３

期）
2019年３月 245,272 ― ―

明治安田生命さいたま新都心ビル

（埼玉県さいたま市中央区）

全館補助空調更新工事

（第４期）
2018年９月 108,950 ― ―

中央監視盤制御装置更新

工事（第２期）
2018年９月 12,650 ― ―

電気室他空調更新工事 2019年３月 19,000 ― ―

全館補助空調更新工事

（第５期）
2019年３月 109,700 ― ―

明治安田生命大阪御堂筋ビル

（大阪府大阪市中央区）
冷却塔主要部品更新工事 2019年１月 10,500 ― ―

淀屋橋フレックスタワー

（大阪府大阪市中央区）

空調室外機主要部品更新

工事（第２期）
2018年７月 21,000 ― ―

中央監視盤更新工事 2018年７月 32,700 ― ―

共用部照明器具ＬＥＤ化

工事（第１期）
2019年１月 10,390 ― ―
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（ロ）当期中に行った資本的支出

投資した不動産等において、当期に行った資本的支出に該当する主要な工事等の概要は以下のとおりで

す。当期の資本的支出に該当する工事は376,463千円であり、当期費用に区分された修繕費126,040千円と

合わせ、合計502,504千円の工事を実施しております。

不動産等の名称

（所在）
目的 実施期間

支出金額

（千円）

大手町ファーストスクエア

（東京都千代田区）

電力監視設備更新工事（第３期）
自 2017年10月

至 2018年３月
6,401

競争力維持向上のための共用部リニュ

ーアル工事（2017年度下期)

自 2017年10月

至 2018年３月
11,071

テナント入居対応工事
自 2017年11月

至 2018年２月
17,612

アルカセントラル

（東京都墨田区）

貸室内補助空調更新工事（５回目）
自 2017年12月

至 2018年３月
84,370

防災設備更新工事（第１期）
自 2017年12月

至 2018年３月
64,389

テナント入居対応工事
自 2018年３月

至 2018年３月
6,363

明治安田生命さいたま新都心ビル

（埼玉県さいたま市中央区）

エレベーター機械室空調更新工事
自 2018年１月

至 2018年３月
6,751

中央監視盤制御装置更新工事（第１

期）

自 2018年１月

至 2018年１月
6,160

全館補助空調更新工事（第３期）
自 2017年10月

至 2018年３月
108,735

共用部テナント操作端末更新工事
自 2018年２月

至 2018年３月
6,500

その他の資本的支出 58,106

合計 376,463

（ハ）長期修繕計画のために積立てた金銭

本投資法人は、物件毎に策定している長期修繕計画に基づき、期中のキャッシュ・フローの中から、中

長期的な将来の大規模修繕等の資金支払に充当することを目的とした修繕積立金を、以下のとおり積み立

てております。

第25期（千円）

（自 2015年10月１日

至 2016年３月31日）

第26期（千円）

（自 2016年４月１日

至 2016年９月30日）

第27期（千円）

（自 2016年10月１日

至 2017年３月31日）

第28期（千円）

（自 2017年４月１日

至 2017年９月30日）

第29期（千円）

（自 2017年10月１日

至 2018年３月31日）

当期首積立金残高 1,307,843 1,449,625 1,639,185 1,828,745 2,024,356

当期積立額 141,782 189,560 189,560 195,611 296,454

当期積立金取崩額 ─ ─ ─ ─ 172,584

次期繰越額 1,449,625 1,639,185 1,828,745 2,024,356 2,148,226

（注１）上記に記載した金額とは別に、アルカセントラル（区分所有物件）の管理規約等に基づく修繕積立金として、

2018年３月31日現在356,285千円を管理組合に積み立てております。

（注２）第29期の積立金の取り崩しは、明治安田生命さいたま新都心ビルの全館補助空調更新工事等の支払に充当す

るため積立金を取り崩したものです。
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Ｅ．エンジニアリングレポートにおける数値

個別の投資対象不動産毎に、当該敷地及び周辺の状況、建物の構造・内外装・各種設備の状況、修繕費用

等の算出、再調達価格の算出、建物の有害物質含有・土壌環境等の調査、遵法性等に関する調査を調査会社

に委託し報告を受けております。ただし、報告内容については、委託調査会社の意見に過ぎず内容の正確性

については保証されておりません。

（イ）エンジニアリングレポートの担当委託調査会社、報告書日付及び長期修繕の費用見積合計は以下のとおり

です。

物件名称 委託調査会社 報告書日付
長期修繕の費用

見積合計（12年）
年平均

大手町ファーストスクエア
日建設計コンストラクショ

ン・マネジメント株式会社
2013年９月 （注１） （注１）

平河町森タワー
株式会社イー・アール・エ

ス
2015年12月 129,294千円 10,774千円

銀座ファーストビル 清水建設株式会社 2014年12月 434,030千円 36,169千円

ＴＫ南青山ビル 清水建設株式会社 2015年７月 1,088,174千円 90,681千円

アークヒルズ 仙石山森タワー
東京海上日動リスクコンサ

ルティング株式会社

2017年10月

（注２）
57,288千円 4,774千円

アルカセントラル
東京海上日動リスクコンサ

ルティング株式会社

2014年３月

2014年５月

（追加分）

592,440千円 49,370千円

品川シーサイドウエストタワー 株式会社東京建築検査機構 2017年２月
67,140千円

（注３）

5,595千円

（注３）

横浜プラザビル
東京海上日動リスクコンサ

ルティング株式会社
2014年７月 157,289千円 13,107千円

明治安田生命さいたま新都心ビル 株式会社竹中工務店 2017年３月
2,337,140千円

（注４）

194,761千円

（注４）

明治安田生命大阪御堂筋ビル 株式会社東京建築検査機構 2017年２月
290,480千円

（注４）

24,206千円

（注４）

淀屋橋フレックスタワー 清水建設株式会社
2017年10月

（注２）
376,018千円 31,334千円

（注１）長期修繕の費用を開示することについて関係者からの承諾が得られていないため、記載しておりません。

（注２）当期、エンジニアリングレポートを再取得し、時点修正を行っております。

（注３）準共有持分50％に相当する金額を記載しております。

（注４）共有持分50％に相当する金額を記載しております。
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（ロ）地震リスク分析報告書の概要

2018年３月31日現在保有している個別の投資対象不動産毎に、応用アール・エム・エス株式会社により

地震リスク分析報告書が作成されております。ただし、本地震リスク分析報告書については、その内容を

保証するものではなく、意見に過ぎません。

個別物件のＰＭＬ（Probable Maximum Loss：予想最大損失率）とは、建物に最大級の被害を与える地震

として再現期間475年の地震を設定し、その地震動の強さから評価した各建物の地震被害による損失率（損

失額／建物の再調達価格）と定義されます。ただし、ＰＭＬ値には、機器、家具、在庫品、水又は火災に

よる被害、被災者に対する補償、休業による損失等は考慮されておりません。

ポートフォリオのＰＭＬ評価では、複数の建物における地震による相関性を考慮して、ある震源位置で

再現期間475年の地震が発生した場合に、ポートフォリオを構成する建物に同時に発生する損失額の総和か

ら全体での損失率（損失総額／全建物の再調達価格）を求め、その最大値をポートフォリオのＰＭＬ値と

しています。

なお、本投資法人が投資する不動産及び信託不動産については、本地震リスク分析報告書の結果を踏ま

え、地震保険は付保しない方針です。

物件名称 ＰＭＬ値

大手町ファーストスクエア 1.3％

平河町森タワー 2.7％

銀座ファーストビル 4.8％

ＴＫ南青山ビル 3.3％

アークヒルズ 仙石山森タワー 1.7％

アルカセントラル 2.2％

品川シーサイドウエストタワー 2.1％

横浜プラザビル 4.4％

明治安田生命さいたま新都心ビル 3.6％

明治安田生命大阪御堂筋ビル 0.5％

淀屋橋フレックスタワー 5.4％

ポートフォリオ全体 1.9％
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Ｆ．テナント等の概要

（イ）個別不動産に関する賃貸状況の概要

（2018年３月31日現在）

物件名称
総賃貸可能

面積（㎡）

総賃貸面積

（㎡）

テナント

総数

不動産賃貸

事業収益

（百万円）

対総不動産賃貸

事業収益比率

（％）（注１）

大手町ファーストスクエア 8,131.75 8,009.13 37 485 9.5

平河町森タワー 9,843.52 9,843.52 13（注２） 537 10.5

銀座ファーストビル 7,718.86 7,718.86 6 342 6.7

ＴＫ南青山ビル 14,012.64 14,012.64 3 736 14.4

アークヒルズ 仙石山森タワー 3,937.95 3,937.95 12（注３） 241 4.7

アルカセントラル 15,746.41 15,467.41 24 534 10.5

品川シーサイドウエストタワー 12,255.39 12,040.80 6 355 7.0

横浜プラザビル 14,148.34 13,267.00 20 506 9.9

明治安田生命さいたま新都心ビル 21,704.32 21,289.49 45 868 17.0

明治安田生命大阪御堂筋ビル 8,730.59 8,723.08 14 284 5.6

淀屋橋フレックスタワー 7,432.28 7,432.28 13 217 4.3

合計 123,662.04 121,742.16 189（注４） 5,110 100.0

（注１）「対総不動産賃貸事業収益比率」は、小数点第２位を四捨五入しております。

（注２）信託受託者と森ビル株式会社との間の建物賃貸借契約はパススルー型のため、エンドテナント総数を記載し

ております。

（注３）信託受託者と森ビル株式会社との間の建物賃貸借契約はパススルー型のため、共同運用区画のエンドテナン

ト総数を記載しております。

（注４）「テナント総数」の合計は、同一テナントが複数の物件に入居している場合には、１テナントとして算出し

ております。

（ロ）稼働率推移

2018年３月末までの直近５年間の各期末日現在の稼働率等の推移は以下のとおりです。

2013年

９月末

2014年

３月末

2014年

９月末

2015年

３月末

2015年

９月末

2016年

３月末

物件数 9 9 10 9 9 9

テナント総数（注１） 141 140 185 153 157 169

総賃貸可能面積（㎡） 109,057.54 94,027.37 108,609.20 102,489.80 102,749.47 102,783.56

稼働率（％）（注２） 88.7 93.7 95.5 96.4 99.1 97.6

2016年

９月末

2017年

３月末

2017年

９月末

2018年

３月末

物件数 9 11 11 11

テナント総数（注１） 169 190 189 189

総賃貸可能面積（㎡） 102,751.11 123,723.93 123,723.07 123,662.04

稼働率（％）（注２） 98.2 98.0 98.0 98.4

（注１）「テナント総数」は、同一テナントが複数の物件に入居している場合には、１テナントとして算出しており

ます。

（注２）「稼働率」は、小数点第２位を四捨五入しております。
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当期における各物件の稼働率の推移は以下のとおりです。

物件名称

2017年

10月末日

（％）

2017年

11月末日

（％）

2017年

12月末日

（％）

2018年

１月末日

（％）

2018年

２月末日

（％）

2018年

３月末日

（％）

大手町ファーストスクエア 98.5 98.5 97.4 98.5 94.2 98.5

平河町森タワー 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

銀座ファーストビル 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

ＴＫ南青山ビル 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

アークヒルズ 仙石山森タワー 98.5 98.5 98.5 98.5 98.5 100.0

アルカセントラル 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 98.2

品川シーサイドウエストタワー 89.4 89.4 89.4 89.4 95.2 98.2

横浜プラザビル 93.8 93.8 92.8 92.8 93.8 93.8

明治安田生命さいたま新都心ビル 98.7 98.7 98.7 98.1 98.1 98.1

明治安田生命大阪御堂筋ビル 99.9 90.8 99.9 99.9 99.9 99.9

淀屋橋フレックスタワー 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

合計 97.9 97.2 97.7 97.6 98.0 98.4

　

Ｇ．主要な不動産の物件に関する情報

本件不動産のうち、当期の不動産賃貸事業収益の合計10％以上を占める物件は、以下のとおりです。

（2018年３月31日現在）

＜物件名称 平河町森タワー＞

テナント総数 13（注）

不動産賃貸事業収益 537百万円

不動産賃貸事業収益の合計に占める割合 10.5％

総賃貸面積 9,843.52㎡

総賃貸可能面積 9,843.52㎡

最近５年間の稼働率の推移 2018年３月31日 100.0％

2017年９月30日 100.0％

2017年３月31日 100.0％

2016年９月30日 100.0％

2016年３月31日 100.0％

2015年９月30日 100.0％

2015年３月31日 100.0％

2014年９月30日 100.0％

2014年３月31日 100.0％

2013年９月30日 100.0％

（注）信託受託者と森ビル株式会社との間の建物賃貸借契約はパススルー型のため、エンドテナント総数を記載してお

ります。
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＜物件名称 ＴＫ南青山ビル＞

テナント総数 3

不動産賃貸事業収益 736百万円

不動産賃貸事業収益の合計に占める割合 14.4％

総賃貸面積 14,012.64㎡

総賃貸可能面積 14,012.64㎡

最近５年間の稼働率の推移 2018年３月31日 100.0％

2017年９月30日 100.0％

2017年３月31日 100.0％

2016年９月30日 100.0％

2016年３月31日 100.0％

2015年９月30日 100.0％

2015年３月31日 100.0％

2014年９月30日 100.0％

2014年３月31日 100.0％

2013年９月30日 100.0％

＜物件名称 アルカセントラル＞

テナント総数 24

不動産賃貸事業収益 534百万円

不動産賃貸事業収益の合計に占める割合 10.5％

総賃貸面積 15,467.41㎡

総賃貸可能面積 15,746.41㎡

最近５年間の稼働率の推移 2018年３月31日 98.2％

2017年９月30日 100.0％

2017年３月31日 97.1％

2016年９月30日 97.1％

2016年３月31日 97.1％

2015年９月30日 100.0％

2015年３月31日 97.0％

2014年９月30日 100.0％

2014年３月31日 95.9％

2013年９月30日 －

＜物件名称 明治安田生命さいたま新都心ビル＞

テナント総数 45

不動産賃貸事業収益 868百万円

不動産賃貸事業収益の合計に占める割合 17.0％

総賃貸面積 21,289.49㎡

総賃貸可能面積 21,704.32㎡

最近５年間の稼働率の推移 2018年３月31日 98.1％

2017年９月30日 98.7％

2017年３月31日 98.5％

2016年９月30日 97.9％

2016年３月31日 97.6％

2015年９月30日 98.5％

2015年３月31日 88.2％

2014年９月30日 82.1％

2014年３月31日 82.2％

2013年９月30日 93.2％

上記において、最近５年間の稼働率の推移については、本投資法人が取得した後の稼働率のみを記載しております。

　

決算短信（宝印刷） 2018年05月14日 18時47分 59ページ（Tess 1.50(64) 20180315_01）



グローバル・ワン不動産投資法人(8958) 2018年３月期 決算短信

58

Ｈ．主要テナントに関する情報

不動産関連資産に係る主要テナント（当該テナントへの賃貸面積がポートフォリオ全体の総賃貸面積の合

計の10％以上を占めるものをいいます。）の概要は、以下のとおりです。

（2018年３月31日現在）

テナント名 森ビル株式会社

業種名（注１） 不動産業、物品賃貸業

入居物件名称 平河町森タワー アークヒルズ 仙石山森タワー

年間賃料 1,045百万円（注３） 455百万円（注４）

賃貸面積 9,843.52㎡ 3,937.95㎡

総賃貸面積の合計に

占める割合（注２）

8.1％ 3.2％

合計11.3％

契約満了日 2021年３月31日 2022年11月30日

敷金・保証金 1,009百万円（注５） 341百万円（注５）

契約更改の方法

賃貸借期間満了の６ヶ月前までに賃貸人又は

賃借人から相手方に対する書面による別段の

意思表示がないときは、本契約はさらに３年

更新されるものとし、その後の期間満了につ

いても同様です。

賃貸借期間満了の６ヶ月前までに賃貸人又は

賃借人から相手方に対する書面による別段の

意思表示がないときは、本契約はさらに２年

更新されるものとし、その後の期間満了につ

いても同様です。

賃貸借契約に関して

特記すべき事項

賃料は、エンドテナントの賃料と同額とする

パススルー型の契約となっております。

賃料は、エンドテナントの賃料と同額とする

パススルー型の契約となり、共同運用の対象

となっております。

テナント名 東急不動産株式会社

業種名（注１） 不動産業、物品賃貸業

入居物件名称 ＴＫ南青山ビル

年間賃料 （注６）

賃貸面積 12,243.57㎡

総賃貸面積の合計に

占める割合（注２）
10.1％

契約満了日 2020年５月31日

敷金・保証金 （注６）

契約更改の方法

定期建物賃貸借契約であり、期間の満了により終了し、更新はありません。ただし、当事者間

の合意により、本契約期間満了日の翌日を始期とする新たな定期建物賃貸借契約を締結するこ

とができます。

賃貸借契約に関して

特記すべき事項
契約満了日まで解約することはできません。

（注１）「業種名」は、総務省統計局の日本標準産業分類に基づいて分類しております。

（注２）「総賃貸面積の合計に占める割合」は、小数点第２位を四捨五入しております。

（注３）2018年３月31日現在におけるエンドテナントとの間の賃貸借契約における月額賃料（共益費を含み、フリーレ

ント期間を設定している場合は、フリーレント期間終了後の月額賃料）の合計額を12倍して得られた金額を記

載し、百万円未満を切り捨てています。

（注４）2018年３月31日現在における共同運用区画のエンドテナントとの間の賃貸借契約における月額賃料（共益費を

含み、フリーレント期間を設定している場合は、フリーレント期間終了後の月額賃料）の合計額に事業比率を

乗じた金額を12倍して得られた金額を記載し、百万円未満を切り捨てています。なお、共同運用とは、森ビル

株式会社を含む32階から47階までの区分所有者との間で、期間約10年（2012年11月20日から2022年11月30日ま

で）の区分所有者間協定を締結し、32階から47階までの16フロアを共同運用区画とし、当該区画から生じる収

支を面積に基づく事業比率に応じて分配する仕組みをいいます。

（注５）2018年３月31日現在におけるエンドテナントとの間の賃貸借契約に基づく敷金・保証金の残高の合計額を記載

し、百万円未満を切り捨てています。

（注６）年間賃料、敷金・保証金を開示することについてテナントからの承諾が得られていないため、記載しておりま

せん。
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（参考）総賃貸面積における上位10位までのテナント

本投資法人が保有している不動産及び信託不動産における賃貸面積上位10位までのテナント（賃借人から収受

する賃料が、賃借人がエンドテナントから収受する賃料と同額とされているパススルー型の契約の場合は、エン

ドテナント）は、以下のとおりです。

（2018年３月31日現在）

テナントの名称 業種名 物件名称
賃貸面積

（㎡）

総賃貸面積

に占める賃

貸面積の割

合（％）

（注１）

１ 東急不動産株式会社
不動産業、

物品賃貸業
ＴＫ南青山ビル 12,243.57 10.1

２ 三菱総研ＤＣＳ株式会社 情報通信業 品川シーサイドウエストタワー 7,301.32 6.0

３
パナソニック株式会社エコソリ

ューションズ社
製造業 横浜プラザビル 3,499.39 2.9

４ ＮＳユナイテッド海運株式会社
運輸業、郵

便業
大手町ファーストスクエア 3,422.58 2.8

５ 三菱ケミカル株式会社 製造業 明治安田生命大阪御堂筋ビル 2,393.14 2.0

６ （注２）
卸売業、小

売業

銀座ファーストビル、横浜プラザビ

ル、明治安田生命さいたま新都心ビ

ル

2,329.93 1.9

７ 株式会社アルビオン 製造業 銀座ファーストビル 2,327.01 1.9

８ 独立行政法人水資源機構 サービス業 明治安田生命さいたま新都心ビル 2,120.48 1.7

９ （注２）
金融業、保

険業
淀屋橋フレックスタワー 2,022.57 1.7

10 埼玉労働局 公務 明治安田生命さいたま新都心ビル 1,815.81 1.5

（注１）「総賃貸面積に占める賃貸面積の割合」は、小数点第２位を四捨五入しております。

（注２）当該テナント名称を開示することについてテナントの承諾が得られていないため記載しておりません。
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Ｉ．不動産信託受益権の概要

（イ）不動産信託受益権の内容

（2018年３月31日現在）

物件

番号
物件名称 信託受託者 信託期間

１ 大手町ファーストスクエア 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 2000年３月10日～2020年３月31日

２ 平河町森タワー 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 2011年３月１日～2021年３月31日

３ 銀座ファーストビル 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 2003年９月29日～2020年３月31日

４ ＴＫ南青山ビル 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 2003年９月29日～2020年３月31日

５ アークヒルズ 仙石山森タワー 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 2012年11月20日～2022年11月30日

６ アルカセントラル 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 2014年３月28日～2024年３月31日（注）

７ 品川シーサイドウエストタワー 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 2004年８月31日～2027年３月31日

８ 横浜プラザビル 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 2014年８月１日～2024年７月31日

９ 明治安田生命さいたま新都心ビル 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 2006年３月７日～2026年３月31日

11 淀屋橋フレックスタワー 三井住友信託銀行株式会社 2005年８月３日～2025年７月31日

（注）信託契約変更後の信託期間を記載しております。

（ロ）不動産信託受益権の概要

　不動産信託受益権は、いずれも前記「（イ）不動産信託受益権の内容」の表に記載の信託期間の開始日

における不動産の所有者（以下、「当初委託者」といいます。）が、当該不動産につき信託受託者との間

で信託契約を締結して設定した不動産管理処分信託の受益権です。当該信託受益権の受益者の権利義務の

内容は、関連する信託契約並びに信託法及び民法等の適用ある法令により定められています。当該信託受

益権に係る信託契約は、当初委託者と信託受託者等との間の交渉を経て締結されたものであるため、その

内容は必ずしも一様ではありませんが、大要、次の特徴を有しています。なお、以下の特徴は当該信託受

益権に係る信託契約の全てにあてはまるものではなく、信託不動産が共有物件又は区分所有権である場合

その他の特殊事情により以下と異なる内容を規定している場合もあります。また、今後本投資法人が取得

する信託受益権に係る信託契約には以下の特徴があてはまらない可能性があることにもご留意ください。

（ⅰ）所有権の帰属、受益権の権利内容

信託不動産の所有権は信託受託者に帰属し、不動産登記簿上も信託受託者が所有者として表示され

ます。受益者は、信託財産に対する給付請求権（元本に係る受益権及び収益に係る受益権）を有する

ほか、信託法上、信託事務の処理に関する信託受託者に対する一定の指図権や信託事務の処理の状況

につき信託受託者に報告又は帳簿等の閲覧等を求める権利、信託財産への不法な強制執行等に対する

異議を主張する権利、信託受託者の権限違反行為に対する取消権等、信託受託者及び信託不動産に対

する一定の権利を有しています。

（ⅱ）信託期間

上記の信託受益権（本書の日付現在における信託契約締結済分）に係る信託期間は信託契約中に個

別に定められています。当該信託受益権の信託期間の満了日は前記「（イ）不動産信託受益権の内

容」に記載のとおりです。なお、信託期間は信託受託者及びその時点での受益者による協議のうえ、

延長されることがあります。

（ⅲ）信託不動産の管理及び運用

信託財産は、信託契約に定められる信託期間中に、信託契約の規定に従って、信託受託者により管

理、運用及び処分され、上記の信託受益権に係る収益の配当及び元本の交付が行われます。信託受託

者による信託不動産の管理及び運用の方法は、大要以下のとおりです。

（a） 信託受託者は、受益者の指図に基づいて、信託不動産のうち建物部分の全部又は一部を第三者

（信託の当初委託者である場合にも含まれます。）に賃貸して運用します。

（b） 信託受託者は、受益者の指図に基づいて、信託不動産について、一定の損害保険（原則として

地震保険を除きます。）を付保します。
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（c） 信託受託者は、上記の他、信託不動産の価値及び機能を維持するために受益者の指図により信

託不動産の管理・運用を行います。また、受益者からの指図がない場合であっても信託受託者

が自己の判断により信託不動産の管理・運用を行うことができる場合があります。

（d） 信託受託者は、プロパティ・マネジメント業務委託先との間でプロパティ・マネジメント契約

（不動産の管理運営契約）を締結し、信託不動産に係る運用及び管理業務を委託します。

（e） 信託受託者は受益者から指図を受けた場合であっても、信託目的の遂行上著しく不合理である

と認めた場合、法令、通達若しくはそれらの解釈に明らかに抵触すると認めた場合又はかかる

指図に基づく管理・運用・処分若しくはその他の管理・運営が客観的に不可能若しくは著しく

困難であると認めた場合には、その指図に従わないことができます。

（f） 受益者が指図を行うことが信託契約上予定されているにもかかわらず指図がない場合には、信

託受託者に故意又は過失がある場合を除き、信託受託者は、信託受託者が受益者に指図を促し

たにもかかわらず、相当期間内に指図が行われなかったことにより信託財産に損害等が生じた

場合、その責任を負いません。また、信託受託者が受益者に催告したにもかかわらず受益者が

合理的期間内に指図を行わない場合は、信託受託者は受益者に対する事前の書面による通知を

行ったうえで、善管注意義務及び忠実義務を負担する信託受託者として合理的であると判断し

たところに従って行動することができるとされている場合があります。

（g） 信託受託者は、信託不動産について修繕・保守・改良等が必要な場合には、受益者の指図が特

にない場合であっても、第三者に対して損害を与えるおそれがある場合等（所有者としての損

害賠償責任の発生を未然に防ぐ場合等）において、信託受託者の判断により信託不動産の修

繕・保守・改良等を行うことができます。

（ⅳ）信託不動産の処分

信託受託者は、受益者の指図に従い、信託契約に定める売却要領に従った売却活動を行います。一

般に売却活動の方法は、（a）入札業務受託業者による入札形式による売却活動、（b）複数の一般媒

介業務受託業者による一般媒介売却活動及び（c）専任媒介業務受託業者による専任媒介売却活動のい

ずれかの方法のうち受益者が指定する方法によるものとされています。また、信託受託者に売却活動

を一任できることとされている場合もあります。なお、売却に際して、買受人を宅地建物取引業者に

限定し、信託受託者が買受人に対して瑕疵担保責任を負わない旨の特約を付すること等を条件として

いる場合があります。

（ⅴ）信託に関する費用

上記信託受益権に係る信託に関する主な費用は大要以下のとおりです。

（a） 信託財産に関する公租公課、営繕費用、管理費用、管理委託手数料、損害保険料、テナント募

集に伴う募集費用、テナント仲介手数料、信託財産である土地の収用又はこれに類する手続に

関する費用及びその他信託事務の処理に必要な費用

（b） 信託不動産の賃貸借に伴う敷金・保証金返済債務及びその他の債務の履行に関する費用

（c） 賃貸借契約に基づき支払義務のある賃料並びに共益費・付帯収益、駐車料・施設利用料及び敷

金運用益相当額等その他の債務

（d） 信託事務の処理にあたり、信託受託者が受けた損害等の補填及び復旧に要する費用並びに信託

受託者が第三者に対し支払義務を負うことになった損害賠償金等

（e） プロパティ・マネジメント契約及び建物管理請負契約に関する請負代金及び業務委託手数料等、

これらの契約に関する費用

（f） 不動産鑑定報酬、建物調査・診断費用及び信託不動産売却に関する費用

（g） 信託報酬

（h） 訴訟関連費用

（i） 信託契約の変更に関する費用

（j） 信託不動産が受益者に交付される場合に信託不動産上に設定されることがある抵当権の設定及

び登記費用
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（k） その他これらに準ずる費用

信託費用、信託不動産の修繕、保存又は改良に必要な資金、敷金及び保証金等の債務の元本返

済等の支出は、信託財産から支弁されますが、信託財産から支弁できない場合には、信託受託者

は受益者に対して請求できます。また、一定の場合（信託受託者の要請にもかかわらず受益者が

金銭を追加信託しない場合等）において、信託受託者は、信託不動産の全部又は一部を売却し

て、信託費用又は信託のための立替金に充当することができます。

（ⅵ）計算期間及び利益の分配

上記信託受益権に係る信託の計算期間は３ヶ月間です（ただし、信託設定日を含む当初の計算期間

と信託が終了する場合の最終の計算期間については異なります。）。信託が終了する場合には、その

直前の計算期間末日の翌日から当該信託終了日までを計算期間とします。信託受託者は、受益者に対

し、各計算期間に対応する信託収益から信託費用、積立金、保険料及び修繕費、信託報酬等を差し引

いた残金を交付します。ただし、信託受託者は、一定の金額を信託勘定内に留保できる場合がありま

す。

（ⅶ）信託の終了と信託財産の交付

信託は、各信託契約に定める信託期間の満了及び解除権の行使、並びに信託不動産の全部の処分が

完了し、売却代金全額を受領した場合に終了します。信託受託者は、信託期間の満了により信託契約

が終了した場合、信託財産を現状有姿のまま受益者に交付します。また、信託財産に属する金銭（信

託不動産の全部を処分した場合における売却代金を含みます。）から信託費用等を控除して受益者に

交付します。

（ⅷ）信託受益権の譲渡制限

受益者は、信託受託者の事前の承諾を得た場合を除き、信託受益権を譲渡、質入れ、担保供与その

他の方法により処分することができません。

（ⅸ）信託報酬

信託不動産を処分する際には別途処分報酬を信託受託者に支払いますが、処分報酬の額は、当該処

分に対する信託受託者の関与度、処分価格等により決定します。
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